
2021年（令和3年）3月15日（毎月１回１５日発行）

〈今月の紙面〉

第755号（1）

農
水
省
は
２
月
２６
日
、
食

料
・
農
業
・
農
村
政
策
審
議

会
食
糧
部
会
を
開
き
、
主
食

用
米
（
以
下
「
米
」
）
の
需

給
見
通
し
や
２１
年
産
の
適
正

生
産
量
等
の
「
米
穀
の
需
給

及
び
価
格
の
安
定
に
関
す
る

基
本
指
針
」
の
変
更
に
つ
い

て
諮
問
し
、
答
申
を
受
け
て

決
定
し
た
。

昨
年
１１
月
に
示
し
た
米
の

需
給
見
通
し
（
以
下
「
前
回

見
通
し
」
）
の
う
ち
、
２０
／

２１
年
（
２０
年
７
月
〜
２１
年
６

月
）
の
需
要
量
は
７
１
１
〜

７
１
６
万
㌧
に
据
え
置
い

た
。
２１
年
産
米
の
需
給
が
均

衡
す
る
適
正
生
産
量
も
前
回

見
通
し
と
同
じ
６
９
３
万
㌧

と
し
た
。
２０
年
産
米
の
収
穫

量
に
比
べ
約
３０
万
㌧
少
な

い
。
作
付
け
を
約
５
％
減
ら

し
、
転
作
を
一
層
推
進
す
る

必
要
が
あ
る
。

人
口
減
少
や
食
生
活
の
変

化
を
背
景
に
、
米
の
需
要
量

は
年
々
減
少
し
て
い
る
。
最

近
は
年
間
１０
万
㌧
程
度
の
減

少
と
な
っ
て
い
る
。
１９
／
２０

年
の
需
要
実
績
は
前
年
比
２１

万
㌧
減
の
７
１
４
万
㌧
だ
っ

た
。昨

年
６
月
末
の
民
間
在
庫

量
は
２
０
０
万
㌧
と
４
年
ぶ

り
の
高
水
準
と
な
っ
た
。
２０

年
産
の
相
対
取
引
価
格
（
全

銘
柄
平
均
、
出
回
り
か
ら
１２

月
ま
で
）
は
、
６０
㌔
当
た
り

１
万
４
９
６
３
円
と
前
年
産

に
比
べ
下
が
っ
て
い
る
。

２０
年
産
米
の
収
穫
量
は
７

２
２
・
５
万
㌧
で
確
定
。
２０

／
２１
年
の
供
給
量
を
１
万
㌧

減
の
９
２
２
万
㌧
に
変
更
し

た
（
表
）
。
需
要
量
は
１
人

当
た
り
消
費
量
を
５６
・
９
㌔

（
推
計
値
）
と
し
、
２０
年
１０

月
の
人
口
を
乗
じ
て
、
７
１

６
万
㌧
と
算
出
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
影

響
に
よ
る
需
要
減
少
量
を
前

回
見
通
し
と
同
じ
５
万
㌧
と

し
、
７
１
１
〜
７
１
６
万
㌧

と
幅
を
も
た
せ
た
。
２１
年
６

月
末
の
民
間
在
庫
量
は
、
２

０
７
万
〜
２
１
２
万
㌧
と
な

る
見
通
し
。

だ
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
拡
大
に
伴
う
緊
急

事
態
宣
言
の
再
発
令
な
ど
の

影
響
で
、
さ
ら
に
需
要
が
減

少
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
需

給
が
緩
み
、
価
格
が
下
落
す

る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。

２１
／
２２
年
の
需
要
見
通
し

は
、
１
人
当
た
り
消
費
量
を

前
年
比
０
・
７
㌔
減
の
５６
・

２
㌔
（
推
計
値
）
と
し
、
２２

年
の
人
口
（
同
）
を
乗
じ

て
、
７
０
５
万
㌧
と
算
出
。

２１
年
産
の
適
正
生
産
量
は
、

２１
年
６
月
末
の
民
間
在
庫
量

の
見
通
し
を
前
提
に
、
２２
年

６
月
末
の
民
間
在
庫
量
が
２

０
０
万
㌧
を
超
え
な
い
水
準

と
な
る
も
の
と
し
て
、
６
９

３
万
㌧
に
据
え
置
い
た
。

参
考
値
と
し
て
、
前
年
比

で
過
去
最
大
規
模
の
作
付
面

積
の
削
減
（
１５
年
産
、
６
万

８
千
㌶
）
を
実
施
し
た
場

合
、
２２
年
６
月
末
の
民
間
在

庫
量
が
１
９
３
〜
１
９
９
万

㌧
に
な
る
こ
と
を
示
し
た
。

２１
年
産
で
は
、
ほ
ぼ
同
規
模

の
削
減
が
必
要
と
な
る
。

政
府
は
３
月
２
日
、
畜
舎

の
建
築
コ
ス
ト
削
減
に
向
け

た
「
畜
舎
等
の
建
築
等
及
び

利
用
の
特
例
に
関
す
る
法
律

案
」
を
閣
議
決
定
し
た
。
建

築
コ
ス
ト
が
上
昇
す
る
中
、

省
力
化
機
械
の
導
入
や
増
頭

・
増
産
な
ど
の
取
り
組
み
を

後
押
し
し
、
国
際
競
争
力
の

強
化
を
図
る
。

畜
舎
に
は
建
築
基
準
法
が

適
用
さ
れ
る
が
、
建
築
に
係

る
負
担
は
畜
産
業
の
経
営
実

態
か
ら
み
て
過
大
と
な
っ
て

い
る
。
そ
の
た
め
、
建
築
基

準
法
の
構
造
等
の
基
準
に
よ

ら
ず
畜
舎
等
の
建
築
が
で
き

る
よ
う
、
措
置
を
講
じ
る
こ

と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

法
案
で
は
、
畜
舎
等
の
建

築
及
び
利
用
に
関
す
る
計
画

（
畜
舎
建
築
利
用
計
画
）
の

認
定
制
度
を
創
設
し
、
定
め

ら
れ
た
「
利
用
基
準
」
と

「
技
術
基
準
」
に
適
合
し
て

い
る
こ
と
を
都
道
府
県
知
事

（
以
下
「
知
事
」
）
が
認
定

す
れ
ば
、
建
築
基
準
法
の
適

用
か
ら
除
外
す
る
特
例
措
置

を
講
ず
る
。
今
国
会
で
の
成

立
を
目
指
す
。

特
例
の
対
象
と
な
る
「
畜

舎
等
」
と
は
、
搾
乳
施
設
を

含
む
畜
舎
及
び
堆
肥
舎
。
畜

舎
等
が
市
街
化
区
域
ま
た
は

用
途
地
域
に
含
ま
れ
な
い
こ

と
や
、
一
定
の
高
さ
以
下
の

平
屋
で
居
室
を
有
さ
な
い
こ

と
を
条
件
と
す
る
。

こ
の
法
律
に
よ
っ
て
畜
舎

等
を
建
築
等
（
新
築
、
増

築
、
改
築
等
）
及
び
利
用
す

る
生
産
者
は
、
畜
舎
建
築
利

用
計
画
を
作
成
し
、
知
事
に

認
定
を
申
請
。
知
事
は
、
そ

の
計
画
が
利
用
基
準
と
技
術

基
準
に
適
合
す
る
と
き
は
、

認
定
す
る
。

①
利
用
基
準
：
畜
舎
等
に

お
け
る
１
日
当
た
り
の
滞
在

者
数
及
び
滞
在
時
間
の
制

限
、
災
害
時
の
避
難
経
路
の

確
保
な
ど
、
畜
舎
等
の
利
用

の
方
法
に
関
す
る
基
準
。

②
技
術
基
準
：
畜
舎
等
の

構
造
及
び
建
築
設
備
に
つ
い

て
、
利
用
基
準
に
適
合
す
る

畜
舎
等
の
利
用
の
方
法
と
相

ま
っ
て
、安
全
上
、防
災
上
及

び
衛
生
上
支
障
が
な
い
と
認

め
ら
れ
る
基
準
（
建
築
基
準

法
よ
り
緩
和
さ
れ
た
基
準
）。

な
お
、
床
面
積
が
省
令
で

定
め
る
一
定
規
模
以
下
の
畜

舎
等
（
特
例
畜
舎
等
）
は
、

技
術
基
準
の
認
定
を
要
し
な

い
。認

定
に
基
づ
き
建
築
等
が

さ
れ
た
畜
舎
等
に
つ
い
て

は
、
建
築
基
準
法
令
の
規
定

は
適
用
さ
れ
な
い
。
た
だ

し
、
生
産
者
（
認
定
計
画
実

施
者
）
は
、
畜
舎
等
の
利
用

状
況
に
つ
い
て
、
定
期
的
に

知
事
に
報
告
す
る
。

農
水
省
は
２
月
２６
日
、
２１

年
産
の
主
食
用
米
、
戦
略
作

物
等
の
作
付
け
意
向
に
つ
い

て
、
第
１
回
中
間
的
取
組
状

況
（
２１
年
１
月
末
現
在
）
を

発
表
し
た
。
主
食
用
米
の
作

付
け
意
向
は
、
２０
年
産
実
績

（
面
積
）
に
比
べ
、
２８
都
道

府
県
が
前
年
並
み
傾
向
、
１９

府
県
が
減
少
傾
向
で
、
増
加

傾
向
の
県
は
な
か
っ
た
。

都
道
府
県
や
地
域
の
農
業

再
生
協
議
会
か
ら
の
聞
き
取

り
に
基
づ
き
、
取
り
ま
と
め

た
。
２１
年
産
の
主
食
用
米
の

需
給
均
衡
に
は
、
過
去
最
大

規
模
の
減
産
、
転
作
の
拡
大

が
必
要
な
状
況
と
な
っ
て
い

る
。
例
年
、
第
１
回
目
は
２

月
末
現
在
で
取
り
ま
と
め
る

が
、
早
期
に
各
産
地
の
状
況

を
把
握
す
る
た
め
に
、
今
年

は
１
ヵ
月
早
め
た
。

前
年
並
み
傾
向
に
は
、
北

海
道
を
は
じ
め
、
主
産
地
が

含
ま
れ
て
い
る
。
今
後
、
よ

り
一
層
の
転
作
の
推
進
が
求

め
ら
れ
る
。

一
方
、
戦
略
作
物
等
で

は
、
１８
年
産
か
ら
３
年
連
続

で
面
積
が
減
少
し
て
い
る
飼

料
用
米
は
、
２０
年
産
実
績
に

比
べ
、
３１
道
府
県
が
増
加
傾

向
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
ほ

か
、
面
積
が
大
き
い
品
目
で

は
、
加
工
用
米
は
１８
道
府

県
、
Ｗ
Ｃ
Ｓ
（
稲
発
酵
粗
飼

料
）
用
稲
は
１３
府
県
、
麦
は

１３
道
府
県
、
大
豆
は
１５
府
県

が
前
年
よ
り
増
加
傾
向
と
見

込
ん
で
い
る
。

政
府
の
「
農
林
水
産
物
・

食
品
の
輸
出
拡
大
実
行
戦

略
」
で
は
、
主
と
し
て
輸
出

向
け
の
生
産
を
行
う
「
輸
出

産
地
」
を
２０
年
度
中
に
リ
ス

ト
化
し
、
そ
の
形
成
に
必
要

な
施
設
整
備
な
ど
を
重
点
的

に
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
。
農
水
省
は
２
月
１６
日
、

都
道
府
県
や
業
界
団
体
等
を

通
じ
て
調
整
が
終
了
し
た
も

の
に
つ
い
て
、
リ
ス
ト
を
公

表
し
た
。

同
戦
略
で
設
定
し
た
重
点

品
目
（
２７
品
目
）
中
、
２３
品

目
、
３
５
３
産
地
を
記
載
し

て
い
る
。
輸
出
産
地
は
今

後
、
輸
出
促
進
法
に
基
づ
く

輸
出
事
業
計
画
を
必
要
に
応

じ
て
作
成
す
る
。
国
は
計
画

の
実
現
を
支
援
し
て
い
く
。

現
在
検
討
中
の
産
地
に
つ
い

て
も
、
随
時
、
リ
ス
ト
に
追

加
さ
れ
る
。

畜
産
物
の
輸
出
産
地
は
、

牛
肉
１７
産
地
、
豚
肉
５
産

地
、
鶏
肉
７
産
地
、
鶏
卵
６

産
地
、
牛
乳
・
乳
製
品
は
２

産
地
・
５
社
。
そ
の
ほ
か
、

リ
ン
ゴ
７
産
地
、
カ
ン
キ
ツ

１１
産
地
、
茶
８
産
地
な
ど
が

リ
ス
ト
に
載
っ
て
い
る
。

政
府
は
２
月
２４
日
、
地
域

的
な
包
括
的
経
済
連
携
（
Ｒ

Ｃ
Ｅ
Ｐ
）
協
定
の
承
認
案
を

閣
議
決
定
し
た
。
今
国
会
で

の
承
認
を
目
指
す
。

日
本
と
東
南
ア
ジ
ア
諸
国

連
合
（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）
１０
ヵ

国
、
中
国
、
韓
国
、
豪
州
、

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
１５
ヵ

国
が
昨
年
１１
月
、
協
定
に
署

名
し
た
。
中
国
、
韓
国
と
は

初
め
て
結
ぶ
経
済
連
携
協
定

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
と
な
る
。
Ｒ
Ｃ

Ｅ
Ｐ
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
う

ち
６
ヵ
国
以
上
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
以
外

で
３
ヵ
国
以
上
が

批
准
を
終
え
て
か

ら
６０
日
後
に
発
効

す
る
。

発
効
す
れ
ば
、

世
界
の
国
内
総
生

産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
、

貿
易
総
額
及
び
総

人
口
の
約
３
割
を

占
め
る
地
域
の
経

済
連
携
協
定
と
な

る
。
巨
大
な
貿
易

圏
が
創
出
さ
れ

る
。
日
本
の
１９
年

の
貿
易
総
額
の
う
ち
、
輸
出

に
占
め
る
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
参
加
国

の
割
合
は
４３
％
、
輸
入
で
は

５０
％
と
な
っ
て
い
る
。

日
本
側
の
農
林
水
産
品
の

関
税
撤
廃
率
は
、
環
太
平
洋

連
携
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
や
、

Ｅ
Ｕ
（
欧
州
連
合
）
と
の
Ｅ

Ｐ
Ａ
の
８２
％
よ
り
も
大
幅
に

低
い
。
対
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
・
豪

州
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
で

６１
％
、
対
中
国
で
５６
％
、
対

韓
国
で
４９
％
と
な
っ
て
い

る
。農

産
物
の
重
要
５
品
目

（
米
、
麦
、
牛
肉
・
豚
肉
、

乳
製
品
、
甘
味
資
源
作
物
）

と
鶏
肉
・
鶏
肉
調
製
品
に
つ

い
て
は
、
関
税
削
減
・
撤
廃

の
対
象
か
ら
全
て
除
外
。
ま

た
、
中
国
に
対
し
て
は
、
野

菜
の
多
く
の
品
目
（
タ
マ
ネ

ギ
、
ネ
ギ
、
ニ
ン
ジ
ン
な
ど
）

を
関
税
削
減
・
撤
廃
の
対
象

か
ら
除
外
し
て
い

る
。一

方
、
日
本
か

ら
輸
出
す
る
農
林

水
産
品
は
、
中
国

等
と
の
間
で
輸
出

関
心
品
目
の
関
税

撤
廃
を
獲
得
。
中

国
へ
の
パ
ッ
ク
ご

飯
、
米
菓
、
日
本

酒
、
韓
国
へ
の
米

菓
、
日
本
酒
、
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
へ
の

牛
肉
な
ど
に
課
さ

れ
て
い
る
関
税
は

最
終
的
に
撤
廃
さ

れ
る
。

Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
は
、
ル
ー
ル
分

野
で
の
規
定
も
設
け
て
い

る
。
発
展
段
階
や
制
度
の
異

な
る
多
様
な
国
々
と
の
間

で
、
知
的
財
産
（
植
物
品
種

保
護
、
地
理
的
表
示
、
商
標

権
な
ど
）
、
電
子
商
取
引
等

の
幅
広
い
分
野
の
ル
ー
ル
を

整
備
す
る
。

２０２１/２２年の主食用米等の
需給見通し （万㌧）

２０７～２１２
（２００）

６９３
（７２３）

９００～９０５
（９２２）

７０５
（７１１～７１６）

１９５～２００
（２０７～２１２）

※（ ）内は２０/２１年の見通し
（農水省の資料から）

a

b

c＝a＋b

d

e＝c-d

２１年６月末の
民間在庫量

２１年産主食用
米等生産量

２１/２２年主食用
米等供給量計

２１/２２年主食用
米等需要量

２２年６月末の
民間在庫量

２１
年
産
米
大
幅
減
産
が
必
要

需
給
緩
和
・
価
格
下
落
の
懸
念

２８
都
道
府
県
が
前
年
並
み

RCEP協定案を閣議決定

２１
年
産
米
の
作
付
け
意
向

世界GDPの３割占める貿易圏

農
水
省
、輸
出
産
地
リ
ス
ト
公
表

畜
舎
コ
ス
ト
削
減
へ
特
例
法
案

畜
舎
コ
ス
ト
削
減
へ
特
例
法
案

建
築
利
用
計
画
の
認
定
制
度
創
設

・「食料・農業 知っておきたい話」―９５―（２面）
・農場飼養衛生管理を強化 （３面）
・春の農作業安全確認運動スタート （４面）
・害虫発生早期化に注意 野菜・果樹・茶（５面）
・スマート畜産 稼働後の効果検証重要 （６面）
・交雑去勢 麦稈・トールフェスクを代替給与

（７面）
・畜産物需給見通し （８面）

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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先
日
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ス
ペ
シ
ャ

ル
が
２
０
５
０
年
頃
に
日
本

人
は
飢
餓
に
直
面
す
る
危
険

性
に
警
鐘
を
鳴
ら
し
た
。
画

期
的
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
の

危
険
性
は
も
っ
と
早
く
に
迫

っ
て
い
る
か
も
し
れ
な
い
。

▽
２
０
５
０
年
よ
り

も
っ
と
早
く
日
本

人
は
飢
餓
に
直
面

す
る
危
険
性

こ
の
画
像
は
、
２１
年
２
月

７
日
に
Ｎ
Ｈ
Ｋ
が
報
じ
た
、

５０
年
頃
に
起
き
る
か
も
し
れ

な
い
渋
谷
の
ス
ク
ラ
ン
ブ
ル

交
差
点
で
の
食
料
を
求
め
る

暴
動
の
様
子
で
あ
る
。
し
か

し
、
も
っ
と
早
く
に
こ
の
よ

う
な
事
態
が
発
生
す
る
危
機

が
進
行
し
て
い
る
。

下
表
は
、現
状
の
趨
勢（
す

う
せ
い
）
が
続
く
と
、
最
悪

の
場
合
、
３５
年
の
日
本
の
実

質
的
な
食
料
自
給
率
が
、
酪

農
で
１２
％
、
コ
メ
で
１１
％
、

青
果
物
や
畜
産
で
は
１
〜
４

％
に
低
下
す
る
可
能
性
を
示

唆
し
て
い
る
。

▽
飼
料
と
種
の
海
外

依
存
の
怖
さ

こ
の
よ
う
な
状
態
で
、
コ

ロ
ナ
禍
や
０８
年
の
よ
う
な
干

ば
つ
な
ど
が
同
時
に
起
こ
っ

て
、
輸
出
規
制
や
物
流
の
寸

断
が
生
じ
て
、
生
産
さ
れ
た

食
料
だ
け
で
な
く
、
そ
の
基

に
な
る
種
、
畜
産
の
飼
料
も

海
外
か
ら
運
べ
な
く
な
っ
た

ら
、
日
本
人
は
食
べ
る
も
の

が
な
く
な
っ
て
し
ま
う
。
つ

ま
り
、
３５
年
時
点
で
、
日
本

は
飢
餓
に
直
面
す
る
薄
氷
の

上
に
い
る
こ
と
に
な
る
。

国
は
規
模
拡
大
支
援
政
策

を
追
求
し
、
畜
産
で
も
メ
ガ

・
ギ
ガ
と
い
っ
た
超
大
規
模

経
営
は
そ
れ
な
り
に
増
え
た

が
、
そ
れ
以
外
の
廃
業
が
増

え
、
全
体
の
平
均
規
模
は
拡

大
し
て
も
、
や
め
た
農
家
の

減
産
を
カ
バ
ー
し
き
れ
ず
、

総
生
産
の
減
少
と
地
域
の
限

界
集
落
化
が
止
ま
ら
な
い
段

階
に
入
っ
て
い
る
。

そ
れ
に
加
え
て
、
飼
料
の

海
外
依
存
度
を
考
慮
す
る

と
、
牛
肉
（
豚
肉
、
鶏
卵
）

の
自
給
率
は
現
状
で
も
１１
％

（
６
％
、
１２
％
）
、
こ
の
ま

ま
だ
と
、３５
年
に
は
４
％（
１

％
、
２
％
）
と
、
信
じ
が
た

い
水
準
に
陥
る
。

酪
農
は
、
自
給
率
が
８
割

近
い
粗
飼
料
の
給
餌
割
合
が

相
対
的
に
高
い
の
で
、
自
給

率
は
現
状
で
２５
％
、
３５
年
に

１２
％
と
、
他
の
畜
産
に
比
べ

れ
ば
マ
シ
な
水
準
だ
が
、
そ

れ
で
も
こ
の
低
さ
で
あ
る
。

さ
ら
に
付
け
加
え
る
と
、
鶏

の
ヒ
ナ
は
ほ
ぼ
１
０
０
％
海

外
依
存
な
の
で
、
そ
れ
を
考

慮
す
る
と
、
実
は
鶏
卵
の
自

給
率
は
す
で
に
０
％
と
い
う

深
刻
な
事
態
な
の
で
あ
る
。

現
状
は
８０
％
の
国
産
率
の

野
菜
も
、
９０
％
と
い
う
種
の

海
外
依
存
度
を
考
慮
す
る

と
、
自
給
率
は
現
状
で
も
８

％
、
３５
年
に
は
３
％
と
、
信

じ
が
た
い
低
水
準
に
陥
る
可

能
性
が
あ
る
。

コ
メ
も
含
め
て
、
「
種
は

企
業
の
儲
け
の
源
」
と
し
て

種
の
海
外
依
存
度
の
上
昇
に

つ
な
が
る
一
連
の
制
度
変
更

（
種
子
法
廃
止
↓
農
業
競
争

力
強
化
支
援
法
↓
種
苗
法
改

定
↓
農
産
物
検
査
法
改
定
）

が
行
わ
れ
て
い
る
の
で
、
野

菜
で
生
じ
た
種
の
海
外
依
存

度
の
高
ま
り
が
コ
メ
や
果
樹

で
も
起
こ
る
可
能
性
が
あ

る
。コ

メ
は
大
幅
な
供
給
減
少

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
を

上
回
る
需
要
減
で
ま
だ
余
る

か
と
思
わ
れ
る
が
、
最
悪
の

場
合
、
野
菜
と
同
様
に
、
仮

に
種
採
り
の
９０
％
が
海
外
ほ

場
で
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
ら
、
物
流
が
止
ま
っ
て
し

ま
え
ば
、
コ
メ
の
自
給
率
も

１１
％
に
し
か
な
ら
な
い
。
果

樹
で
は
、
同
様
の
計
算
で
、

３
％
に
し
か
な
ら
な
い
。
つ

ま
り
、
日
本
の
地
域
の
崩
壊

と
国
民
の
飢
餓
の
危
機
は
、

５０
年
よ
り
も
、
も
っ
と
前
に

顕
在
化
す
る
可
能
性
が
あ

る
。

▽
対
処
策
は
あ
る
か

メ
ガ
・
ギ
ガ
を
否
定
は
し

な
い
が
、
規
模
拡
大
を
政
策

支
援
の
要
件
と
せ
ず
、
多
様

な
家
族
経
営
が
現
状
維
持
で

き
る
た
め
の
政
策
支
援
を
中

心
に
据
え
な
い
と
国
民
へ
の

供
給
は
確
保
で
き
ず
、
地
域

は
崩
壊
す
る
こ
と
を
直
視
し

た
抜
本
的
な
政
策
転
換
が
待

っ
た
な
し
で
あ
る
。

家
畜
も
人
と
同
じ
で
、「
３

密
」
が
感
染
症
の
発
生
、
ま

ん
延
に
つ
な
が
っ
て
い
る
こ

と
を
反
省
し
、
無
理
を
し
な

い
放
牧
型
経
営
に
も
っ
と
着

目
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
そ
れ

は
、
飼
料
自
給
率
の
向
上
に

も
つ
な
が
る
。

環
境
に
廃
棄
さ
れ
て
い
る

未
利
用
資
源（
家
畜
ふ
ん
尿
、

食
品
加
工
残
さ
、
生
ゴ
ミ
、

作
物
残
さ
、
草
資
源
な
ど
）

を
肥
料
や
飼
料
や
燃
料
と
し

て
利
用
す
る
割
合
を
高
め
る

こ
と
も
含
め
、
輸
入
飼
料
や

化
学
肥
料
を
減
ら
し
、
さ
ら

に
は
、
身
近
な
地
域
の
種
を

守
り
育
て
、
日
本
の
農
業
・

畜
産
が
各
地
で
資
源
循
環
的

に
営
ま
れ
る
こ
と
こ
そ
が
国

民
の
命
を
守
り
、
環
境
を
守

り
、
地
球
全
体
の
持
続
性
を

確
保
で
き
る
方
向
性
で
あ
ろ

う
。

出所 : 農林水産省公表データ。推定値は東京大学鈴木宣弘研究室による。
* 種の自給率１０%は野菜の現状で、コメと果樹についても同様になったと仮定。
**コメ需要は２０１５＝１００として２０３５＝６２、供給は１００→６６だが、種の９割が海外なら６６→６．６。
***鶏卵はヒナがほぼ１００%海外依存なので、それを考慮すると自給率はすでにゼロ。

農
水
省
は
２
月
２６
日
、
２１

年
度
の
「
麦
の
需
給
に
関
す

る
見
通
し
」
を
公
表
し
た
。

食
糧
用
麦
の
自
給
率
は
低

く
、
小
麦
は
１６
％（
１９
年
度
、

重
量
ベ
ー
ス
）
、
大
麦
・
は

だ
か
麦
は
１２
％
（
同
）
に
と

ど
ま
っ
て
い
る
。
国
内
産
麦

で
は
量
的
ま
た
は
質
的
に
満

た
せ
な
い
需
要
分
に
つ
い
て

は
、
国
家
貿
易
に
よ
り
計
画

的
に
輸
入
す
る
。
同
省
は
毎

年
、
麦
の
需
給
及
び
価
格
の

安
定
を
図
る
た
め
、需
要
量
、

生
産
量
、
輸
入
量
な
ど
に
つ

い
て
、
同
見
通
し
を
策
定
し

て
い
る
。

○
小
麦
の
２０
年
度
の
総
需

要
量
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
影
響
に
よ
る
外
食
需

要
な
ど
の
減
少
で
、
前
年
よ

り
約
２０
万
㌧
少
な
く
な
る
見

込
み
。
だ
が
、
近
年
、
小
麦

の
１
人
当
た
り
年
間
消
費
量

は
３１
〜
３３
㌔
で
安
定
的
に
推

移
し
て
い
る
。
総
需
要
量
は

中
期
的
に
は
安
定
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
２１
年
度
の
見
通

し
は
、
過
去
７
ヵ
年
（
１４
〜

２０
年
度
）
平
均
の
５
７
４
万

㌧
と
し
た
。
国
内
産
の
流
通

量
は
、
作
付
け
予
定
面
積
、

年
度
内
供
給
量
、
繰
越
し
在

庫
量
等
か
ら
推
計
し
、
８６
万

㌧
と
見
通
し
た
。

小
麦
に
含
ま
れ
る
グ
ル
テ

ン
に
よ
る
ア
レ
ル
ギ
ー
な
ど

に
対
す
る
ニ
ー
ズ
で
、
１８
年

度
以
降
、
米
粉
用
国
内
産
米

の
需
要
が
伸
び
て
い
る
。
２０

年
度
の
需
要
量
は
前
年
と
同

じ
３
・
６
万
㌧
の
見
込
み

（
需
要
者
か
ら
の
聞
き
取
り

に
よ
り
推
計
）
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
で
業
務

用
の
消
費
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
が
要
因
。
２１
年
度
の
流

通
量
は
、
年
度
内
供
給
量
や

繰
越
し
在
庫
量
な
ど
を
考
慮

し
、
４
万
㌧
と
見
通
し
た
。

外
国
産
小
麦
の
需
要
量
見

通
し
は
、
総
需
要
量
か
ら
国

内
産
小
麦
及
び
米
粉
用
米
の

流
通
量
を
差
し
引
き
、
４
８

４
万
㌧
と
し
た
。輸
入
量（
政

府
か
ら
の
販
売
数
量
）
は
、

備
蓄
数
量（
２
・
３
ヵ
月
分
）

の
増
減
（
０
）
を
加
え
た
４

８
４
万
㌧
と
見
通
し
た
。

○
大
麦
・
は
だ
か
麦
の
１

人
当
た
り
年
間
消
費
量
も
、

０
・
２
〜
０
・
４
㌔
で
安
定

的
に
推
移
し
て
い
る
。
食
物

繊
維
を
多
く
含
ん
で
お
り
、

健
康
志
向
の
高
ま
り
で
需
要

が
伸
び
て
い
る
。
総
需
要
量

は
中
期
的
に
は
安
定
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
２１
年
度
の
見

通
し
は
過
去
７
ヵ
年
平
均
の

３４
万
㌧
と
し
た
。
国
内
産
の

流
通
量
見
通
し
は
、
作
付
け

予
定
面
積
、年
度
内
供
給
量
、

繰
越
し
在
庫
量
等
か
ら
推
計

し
、
１７
万
㌧
と
し
た
。
輸
入

量
は
、
総
需
要
量
か
ら
流
通

量
を
差
し
引
い
た
１７
万
㌧
と

見
通
し
た
。

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本

計
画
で
は
、
３０
年
度
ま
で
の

生
産
努
力
目
標
を
、
小
麦
は

１
０
８
万
㌧
（
１８
年
度
７６
万

㌧
）
、
米
粉
用
米
は
１３
万
㌧

（
２
・
８
万
㌧
）
、
大
麦
・

は
だ
か
麦
は
２３
万
㌧
（
１７
万

㌧
）
に
設
定
し
て
い
る
。

政
府
は
主
食
用
米
の
生
産

量
の
減
少
に
よ
り
供
給
が
不

足
す
る
事
態
に
備
え
、
毎
年

６
月
末
時
点
で
の
在
庫
量
１

０
０
万
㌧
程
度
を
現
行
の
適

正
水
準
と
し
て
、
備

蓄
米
を
保
有
し
て
い

る
。２

月
２６
日
に
開
か

れ
た
食
料
・
農
業
・

農
村
政
策
審
議
会
食

糧
部
会
で
、
２０
／
２１

年
の
備
蓄
運
営
が
示

さ
れ
た
。

基
本
的
な
考
え
方

と
し
て
、
国
内
産
米

を
一
定
期
間
備
蓄
す

る（
５
年
間
程
度
）。

備
蓄
米
の
買
い
入
れ
は
、
事

前
契
約
に
よ
る
こ
と
を
基
本

に
、
一
般
競
争
入
札
に
よ
り

実
施
す
る
。
ま
た
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

１１
協
定
に
基
づ
き
、
豪
州
に

対
す
る
国
別
枠
の
輸
入
量
に

相
当
す
る
量
の
買
い
入
れ
を

行
う
（
２０
年
度
６
千
㌧
、
２１

年
度
６
２
４
０
㌧
）
。
結
果

と
し
て
、
年
間
の
基
本
的
な

買
入
数
量
は
２１
万
㌧

程
度
と
な
る
。

な
お
、
備
蓄
米
は

一
定
期
間
備
蓄
後
に

飼
料
用
な
ど
の
非
主

食
用
と
し
て
販
売
さ

れ
る
。

２０
年
６
月
末
の
在

庫
量
は
前
年
と
同
じ

９１
万
㌧
だ
っ
た
。
２０

年
産
米
の
買
入
契
約

数
量
は
２１
万
㌧
。
５

年
持
越
米
か
ら
非
主

食
用
と
し
て
、
１３
万
〜
２１
万

㌧
を
販
売
す
る
。
２１
年
６
月

末
の
備
蓄
量
は
９１
万
〜
９９
万

㌧
の
見
込
み
と
な
っ
て
い

る
。

昨
年
１１
月
以
降
、
全
国
の

養
鶏
場
な
ど
で
高
病
原
性
鳥

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
の
感
染
が

拡
大
し
て
い
る
。
農
水
省
に

よ
る
と
、
３
月
３
日
ま
で
に

家
き
ん（
鶏
、
ア
ヒ
ル
な
ど
）

で
発
生
が
確
認
さ
れ
た
の

は
、
香
川
や
宮
崎
、
千
葉
、

茨
城
な
ど
１７
県
５１
事
例
。
野

鳥
で
は
１８
道
県
５７
事
例
。
渡

り
鳥
な
ど
が
ウ
イ
ル
ス
を
拡

散
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ

る
。
渡
り
鳥
の
シ
ー
ズ
ン
は

４
月
頃
ま
で
続
く
の
で
、
引

き
続
き
厳
重
な
警
戒
が
必
要

で
あ
る
。

同
省
は
高
病
原
性
鳥
イ
ン

フ
ル
エ
ン
ザ
の
発
生
防
止
を

強
化
す
る
た
め
、
１２
月
か
ら

毎
月
、
全
国
一
斉
に
飼
養
衛

生
管
理
の
自
己
点
検
を
実

施
。
２
月
１９
日
、
３
回
目
の

結
果
を
公
表
し
た
。
発
生
農

場
へ
の
疫
学
調
査
で
不
備
が

指
摘
さ
れ
た
飼
養
衛
生
管
理

じ
ゅ
ん
し
ゅ

基
準
７
項
目
の
遵
守
状
況
に

つ
い
て
、
全
国
の
１
万
４
６

３
３
農
場
か
ら
報
告
が
あ
っ

た
。飼

養
規
模
１
０
０
羽
以
上

の
中
・
大
規
模
農
場
と
１
０

０
羽
未
満
の
小
規
模
農
場
に

分
け
て
、
そ
れ
ぞ
れ
採
卵
用

養
鶏
場
、
肉
用
養
鶏
場
、
そ

の
他
の
家
き
ん
農
場
の
３
畜

種
別
に
集
計
。
中
・
大
規
模

の
７
３
７
７
農
場
で
は
、
３

畜
種
と
も
全
項
目
で
遵
守
率

が
９７
％
以
上
と
な
り
、
改
善

が
み
ら
れ
た
。

一
方
、
小
規
模
の
７
２
５

６
農
場
で
は
、
改
善
が
み
ら

れ
る
も
の
の
、
遵
守
率
は
中

・
大
規
模
農
場
と
比
べ
る
と

低
い
。
特
に
、
３
畜
種
合
計

で
「
衛
生
管
理
区
域
専
用
の

衣
服
及
び
靴
の
設
置
並
び
に

使
用
」
が
８４
％
、
「
家
き
ん

舎
ご
と
の
専
用
の
靴
の
設
置

及
び
使
用
」が
８５
％
と
低
い
。

畜
種
別
で
は
肉
用
養
鶏
場
が

低
い
水
準
の
遵
守
状
況
と
な

っ
て
お
り
、
飼
養
衛
生
管
理

に
不
備
が
あ
る
こ
と
が
分
か

っ
た
。

守
ら
れ
て
い
な
い
項
目
が

一
つ
で
も
あ
る
と
、
農
場
へ

の
ウ
イ
ル
ス
侵
入
に
つ
な
が

る
。
同
省
は
、
飼
養
衛
生
管

理
基
準
の
徹
底
し
た
遵
守
を

呼
び
か
け
て
い
る
。

食料自給率
２０３５年
推定値
１１
４
３
１２
４
１
２

（A×B）

１０
８
４
２５
１１
６
１２

飼料・種自給率*

（B）

１０
１０
１０
４２
２６
１３
１３

食料国産率
２０３５年
推定値
１０６
４３
２８
２８
１６
１１
１９

（A）

９８
８０
４０
５９
４３
４８
９６

コ メ
野 菜
果 樹
牛乳・乳製品

牛 肉
豚 肉
鶏 卵

種と飼料の海外依存度も考慮した日本の２０３５年の食料自給率

食
料
・
農
業

知
っ
て
お
き
た
い
話

第
９５
回

麦
類
需
要
量
中
期
的
に
は
安
定

「
我
々
は
何
を
食
べ
て
生
き
た
ら
い
い
ん
だ
」

〜
飢
餓
の
危
機
は
他
人
ご
と
で
は
な
い
〜

農
水
省
、２１
年
度
需
給
見
通
し
策
定

東
京
大
学
教
授
鈴
木
宣
弘
氏

鳥
イ
ン
フ
ル
発
生
防
止
強
化
へ

中
・
大
規
模
農
場
は
衛
生
管
理
改
善

２１年６月末在庫９１～９９万ト
ン

政府備蓄米の運営
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全
日
本
開
拓
者
連
盟
が
毎

年
２
月
に
開
催
し
て
き
た
、

農
水
省
と
の
「
畜
産
・
酪
農

の
振
興
に
関
す
る
意
見
交
換

会
」
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
影
響
で
中
止
と
な
っ

た
。
連
盟
は
同
省
か
ら
の
資

料
（
２０
年
度
補
正
・
２１
年
度

当
初
予
算
、
２１
年
度
畜
産
物

価
格
関
連
対
策
等
）
を
会
員

に
送
付
し
、
質
問
・
意
見
に

対
応
し
た
。

連
盟
の
「
２１
年
度
畜
産
・

酪
農
政
策
並
び
に
予
算
に
関

す
る
要
望
」
（
昨
年
６
月
、

農
水
省
に
提
出
）
の
う
ち
、

家
畜
衛
生
関
係
で
は
、
豚
熱

や
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
の

伝
染
性
疾
病
の
発
生
予
防
・

ま
ん
延
防
止
対
策
を
推
進
す

る
事
業
に
、
重
点
的
に
予
算

措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

▼
家
畜
衛
生
の
推
進

消
費
・
安
全
対
策
交
付
金

２２
億
１
千
万
円
の
内
数

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発

生
・
ま
ん
延
防
止
の
た
め
の

適
切
な
対
応
を
支
援
す
る

（
下
図
）
。

〇
「
家
畜
の
伝
染
性
疾
病

の
発
生
予
防
」（
拡
充
）で
は
、

①
地
域
が
一
体
と
な
っ
た
防

鳥
ネ
ッ
ト
や
消
毒
機
器
の
整

備
等
に
よ
る
飼
養
衛
生
管
理

水
準
の
向
上
②
飼
養
衛
生
管

理
指
導
等
計
画
に
基
づ
く
飼

養
衛
生
管
理
者
の
た
め
の
講

習
会
の
開
催
③
勉
強
会
の
開

催
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技

術
）
を
活
用
し
た
農
場
の
要

改
善
箇
所
の
確
認
等
に
よ
り

飼
養
衛
生
管
理
を
強
化
す
る

な
ど
自
衛
防
疫
の
強
化
―
等

の
取
り
組
み
を
支
援
す
る
。

〇
「
畜
産
物
の
安
全
性
向

上
」
（
継
続
）
で
は
、
生
産

段
階
に
お
け
る
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ

（
ハ
サ
ッ
プ
）
の
考
え
方
を

採
り
入
れ
た
飼
養
衛
生
管
理

（
農
場
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
）の
普
及

・
定
着
な
ど
を
支
援
す
る
。

そ
の
ほ
か
、
地
域
に
お
け

る
車
両
消
毒
施
設
や
野
生
動

物
侵
入
防
止
柵
の
整
備
の
支

援
を
継
続
す
る
。

▼
家
畜
生
産
農
場
衛
生
対

策
事
業

６
億
３
千
万
円

生
産
農
場
に
お
け
る
飼
養

衛
生
管
理
の
向
上
や
家
畜
の

伝
染
性
疾
病
の
清
浄
化
・
発

生
予
防
に
向
け
、農
場
指
導
、

検
査
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
な
ど

の
取
り
組
み
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
農
場
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
へ

の
取
り
組
み
を
強
化
す
る
。

〇
疾
病
清
浄
化
支
援
対
策

（
継
続
）
の
う
ち
、
「
地
域

生
産
性
向
上
及
び
越
境
性
疾

病
衛
生
対
策
」
で
は
、
こ
れ

ま
で
実
施
し
て
き
た
衛
生
管

理
の
点
検
と
見
直
し
や
専
門

獣
医
師
に
よ
る
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
等
の
支
援
に
つ
い
て
、

ア
フ
リ
カ
豚
熱
な
ど
の
越
境

性
疾
病
等
の
発
生
予
防
対
策

と
し
て
も
有
効
で
あ
る
た

め
、
全
国
的
に
支
援
を
強
化

す
る
。
疾
病
の
清
浄
化
、
生

産
性
の
向
上
、
地
域
衛
生
レ

ベ
ル
の
向
上
を
支
援
し
、
優

良
モ
デ
ル
を
確
立
す
る
と
と

も
に
、
全
国
的
に
横
展
開
を

図
る
。

〇
農
場
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
導
入

推
進
強
化
事
業
（
拡
充
）
で

は
、
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
の
導
入
を

推
進
す
る
た
め
、
座
学
研
修

の
ほ
か
、
多
様
性
に
富
ん
だ

農
場
に
幅
広
く
知
識
を
応
用

す
る
た
め
の
実
地
研
修
を
通

じ
て
指
導
を
担
う
農
場
指
導

員
を
養
成
し
、
地
域
に
お
け

る
指
導
体
制
を
強
化
す
る
。

◇

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
の
日
本
語
訳

は
「
危
害
要
因
分
析
・
必
須

管
理
点
」
。
畜
産
に
お
け
る

衛
生
管
理
を
向
上
さ
せ
る
た

め
、
危
害
要
因
（
微
生
物
、

化
学
物
質
、
異
物
な
ど
）
を

防
止
す
る
た
め
の
管
理
ポ
イ

ン
ト
を
設
定
。
継
続
的
に
監

視
・
記
録
を
行
う
こ
と
に
よ

り
、
農
場
段
階
で
危
害
要
因

を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
手
法

で
あ
る
。
農
場
レ
ベ
ル
で
の

衛
生
管
理
の
徹
底
を
通
じ
、

食
の
安
全
を
確
保
す
る
。

農
場
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
証
機

関
の
一
つ
で
あ
る
（
公
社
）

中
央
畜
産
会
に
よ
り
認
証
さ

れ
た
農
場
は
、
２
月
２４
日
現

在
で
３
２
２
農
場
。
畜
種
別

に
み
る
と
、
牛
１
２
３
（
肉

用
８５
、
乳
用
３５
、
乳
用
・
肉

用
３
）
、
豚
１
１
４
、
鶏
８５

（
採
卵
７１
、
肉
用
１４
）
と
な

っ
て
い
る
。

農
水
省
が
取
り
ま
と
め
た

収
入
保
険
デ
ー
タ
集
（
２０
年

１２
月
末
時
点
）
に
よ
る
と
、

２１
年
の
農
業
経
営
収
入
保
険

（
以
下「
収
入
保
険
」
）
の
加

入
実
績
は
、
１２
月
末
ま
で
に

加
入
申
請
が
行
わ
れ
た
も
の

が
、
全
国
で
５
万
５
３
３
５

経
営
体
に
上
っ
た
。
青
色
申

告
を
行
っ
て
い
る
農
業
経
営

体
（
３５
万
３
千
経
営
体
）
の

１５
・
７
％
が
加
入
し
て
い
る
。

う
ち
個
人
は
５
万
２
１
８
７

経
営
体
、
法
人
は
３
１
４
８

経
営
体
と
な
っ
て
い
る
。

収
入
保
険
は
、
農
業
者
ご

と
の
収
入
全
体
を
対
象
と
し

た
総
合
的
な
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
と
し
て
、
１９
年
１
月
か

ら
開
始
さ
れ
た
。
自
然
災
害

に
よ
る
収
量
減
少
や
市
場
価

格
の
下
落
な
ど
、
農
業
者
の

経
営
努
力
で
は
避
け
ら
れ
な

い
収
入
減
少
の
一
定
割
合
を

補
て
ん
す
る
。
全
国
農
業
共

済
組
合
連
合
会
が
実
施
主

体
。
２３
年
の
加
入
目
標
を
１０

万
件
と
し
て
い
る
。

対
象
者
は
、
青
色
申
告
を

行
い
、
経
営
管
理
を
適
切
に

行
っ
て
い
る
農
業
者
（
個
人

・
法
人
）
。
対
象
品
目
は
、

農
業
者
が
生
産
す
る
全
て
の

農
産
物
。
た
だ
し
、
肉
用
牛
、

肉
用
子
牛
、
肉
豚
、
鶏
卵
は
、

マ
ル
キ
ン
な
ど
が
措
置
さ
れ

て
い
る
の
で
、
対
象
か
ら
除

か
れ
て
い
る
。

保
険
期
間
は
、
個
人
が
１

〜
１２
月
、
法
人
は
事
業
年
度

の
１
年
間
。
保
険
期
間
の
収

入
（
農
産
物
の
販
売
収
入
）

が
、
農
業
者
ご
と
の
基
準
収

入
（
過
去
５
年
間
の
平
均
が

基
本
）
の
９
割
を
下
回
っ
た

場
合
、
下
回
っ
た
額
の
９
割

を
上
限
に
補
て
ん
さ
れ
る
。

補
て
ん
金
の
支
払
い
は
、

保
険
期
間
の
終
了
後
に
な
る

が
、
保
険
期
間
中
で
あ
っ
て

も
、
自
然
災
害
や
価
格
低
下

な
ど
で
補
て
ん
金
の
受
け
取

り
が
見
込
ま
れ
る
場
合
、
無

利
子
の
「
つ
な
ぎ
融
資
」
が

受
け
ら
れ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
影
響

を
要
因
と
し
て
、
２０
年
１２
月

末
ま
で
に
累
計
５
４
２
件
、

３０
億
６
千
万
円
の
つ
な
ぎ
融

資
が
実
施
さ
れ
た
。

な
お
、
同
省
は
２１
年
の
基

準
収
入
に
特
例
を
設
け
て
い

る
。
基
準
収
入
の
算
定
に
あ

た
り
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
影
響
に
よ
る
２０
年
の
収

入
減
少
が
反
映
さ
れ
な
い
よ

う
に
す
る
。
具
体
的
に
は
、

１９
年
度
以
前
の
収
入
を
用
い

て
、
２０
年
の
収
入
（
単
位
面

積
当
た
り
収
入
）を
調
整
し
、

過
去
５
年
間
の
平
均
収
入
を

補
正
す
る
。

新
潟
県
で
は
６５
地
区
で
戦

後
開
拓
事
業
が
実
施
さ
れ

た
。
新
潟
市
に
接
す
る
阿
賀

野
市
は
０４
年
に
旧
・
北
蒲
原

郡
安
田
町
、水
原
町
、京
ヶ
瀬

村
、
笹
神
村
の
４
町
村
が
合

併
し
て
発
足
。
旧
・
笹
神
村

の
畑
江
地
区
に
は
、
旧
・
満

州（
現
・
中
国
東
北
部
）か
ら

の
引
揚
者
等
が
入
植
し
た
。

満
蒙
開
拓
移
民
事
業
に
よ

り
、
旧
・
南
蒲
原
郡
の
町
村

で
構
成
す
る
「
刈
谷
田
郷
開

拓
団
」
は
４５
（
昭
和
２０
）
年

夏
に
渡
満
し
た
が
、
荷
物
の

到
着
も
待
た
ず
に
終
戦
を
迎

え
た
。
悲
運
の
開
拓
団
は
死

線
を
越
え
て
引
き
揚
げ
た
も

の
の
、
住
む
場
所
も
な
く
、

同
郡
見
附
町
で
待
機
し
た
。

４６
年
９
月
、
同
開
拓
団
の

う
ち
２１
戸
が
畑
江
地
区
に
入

植
。
用
地
は
国
有
林
で
、
扇

状
の
緩
傾
斜
地
だ
っ
た
。
地

元
縁
故
者
も
加
わ
っ
て
、
開

拓
事
業
が
始
ま
っ
た
。
地
元

縁
故
者
以
外
は
、
共
同
小
屋

か
ら
出
発
し
、
生
活
も
作
業

も
共
同
で
進
め
ら
れ
た
。

せ
き

開
畑
を
計
画
し
た
が
、
石

れ
き礫

が
多
く
、
開
墾
・
耕
作
と

も
に
困
難
で
、
可
耕
地
が
少

な
か
っ
た
。
ま
た
、
春
か
ら

夏
に
か
け
て
季
節
風
が
強

く
、
作
物
の
地
上
部
が
傷
め

つ
け
ら
れ
た
。
不
慣
れ
な
帰

農
者
が
大
半
を
占
め
て
い
た

こ
と
も
あ
り
、
伸
び
悩
み
の

期
間
が
長
く
続
い
た
。
畑
作

の
基
幹
形
態
を
決
め
難
い
ま

ま
に
、
営
農
は
養
蚕
、
畜
産

な
ど
の
方
向
に
分
か
れ
た
。

同
市
畑
江
の
畑
江
公
民
館

の
敷
地
内
に
開
拓
記
念
碑
が

あ
り
、
地
区
内
で
管
理
さ
れ

て
い
る
。畑
江
開
拓
農
協（
７６

年
解
散
）
の
顕
彰
を
記
念
し

て
、
９７
年
に
建
立
さ
れ
た
も

の
。
周
辺
は
中
山
間
地
で
、

畑
作
、
畜
産
を
中
心
に
営
農

が
行
わ
れ
て
い
る
。

記
念
碑
の
碑
銘
は
「
畑
江

開
拓
農
業
協
同
組
合
顕
彰
記

念
之
碑

開
拓
之
礎
」
。
裏

面
に
は
碑
文
と
組
合
員
氏
名

が
刻
ま
れ
て
い
る
。
碑
文
に

は
「
当
時
、
戦
後
の
食
糧
難

と
合
わ
せ
て
ほ
と
ん
ど
が
手

作
業
に
よ
る
山
林
開
墾
と
い

う
重
労
働
は
想
像
を
超
え
た

も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
こ
そ

毎
日
が
貧
困
と
重
労
働
に
よ

る
二
重
の
生
活
苦
と
の
戦
い

で
あ
っ
た
」
「
以
来
、
苦
節

五
十
余
年
が
経
過
し
、
よ
う

や
く
人
並
み
の
生
活
基
盤
を

持
つ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
た
」
と
記
し
て
あ
る
。

農
水
省
は
２
月
１２
日
、
２１

年
度
の
家
畜
共
済
に
お
け
る

肉
用
牛
の
評
価
基
準
を
定
め

る
に
あ
た
り
、
特
例
措
置
を

講
じ
る
と
発
表
し
た
。

家
畜
共
済
で
は
、
家
畜
共

済
事
業
を
行
う
農
業
共
済
組

合
等
が
毎
年
度
、
過
去
１
年

間
の
枝
肉
や
家
畜
の
平
均
取

引
価
格
を
基
に
評
価
基
準
を

設
定
。
そ
の
基
準
を
基
に
家

畜
の
死
亡
や
疾
病
な
ど
に
よ

る
損
害
を
補
償
し
て
い
る
。

２０
年
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
拡
大
の
影
響
で
、

牛
枝
肉
や
肉
用
牛
の
取
引
価

格
が
一
時
的
に
下
落
し
た
。

２０
年
の
取
引
価
格
を
基
に
評

価
基
準
を
設
定
す
る
と
、
肉

用
牛
の
死
亡
時
な
ど
に
支
払

わ
れ
る
生
産
者
へ
の
共
済
金

が
減
る
可
能
性
が
高
い
。

こ
の
た
め
、
特
例
措
置
と

し
て
、
２１
年
度
は
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
以
前

の
直
近
（
１９
年
２
月
〜
２０
年

１
月
）
の
取
引
価
格
を
基
に

評
価
基
準
を
設
定
す
る
。

全
開
連
人
事

（
３
月
１
日
付
）

▽
食
肉
セ
ン
タ
ー
再
建
対

策
室
次
長
・
西
日
本
支
所
駐

在
（
東
日
本
支
所
青
森
事
業

所
長
兼
八
戸
・
十
和
田
販
売

事
業
所
長
）
村
松
栄
行
▽
同

青
森
事
業
所
長
兼
八
戸
・
十

和
田
販
売
事
業
所
長
（
管
理

部
・
()農
岡
山
牧
場
出
向
）
小

川
尊
徳
▽
管
理
部
・
()農
岡
山

牧
場
出
向（
同
青
森
事
業
所
）

山
﨑
悠
貴
▽
同
青
森
事
業
所

（
管
理
部
）
門
脇
恵
太

開
拓
組
織
の
動
き

３
月
後
半
か
ら
４
月
に
か

け
て
予
定
さ
れ
て
い
る
主
な

行
事
は
次
の
と
お
り
。

３
月

２３
日

三
瓶
開
拓
酪
農
協
通

常
総
会

４
月

１５
日

全
国
開
拓
振
興
協
会

監
事
監
査
・
監
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

監
事
監
査

２０
日

那
須
箒
根
酪
農
協
通

常
総
会

２６
日

栃
木
県
開
拓
農
協
通

常
総
会

収入保険の加入状況（個人、法人別）
（経営体）

２０年
との差
１９,１９３

２０,４１７

▲１,２２４
（注）（ ）は全体・個人・法人ごとの青色申告者数に対する割合

２１年
（２０年１２月末時点）

５５,３３５（１５.７%）

５２,１８７（１５.９%）

３,１４８（１２.４%）

２０年

３６,１４２（１０.２%）

３１,７７０（９.７%）

４,３７２（１７.２%）

１９年

２２,８１２（６.５%）

２０,３０２（６.２%）

２,５１０（９.９%）

全体
個人
法人

肉
用
牛
評
価
基
準
に
特
例
措
置

農
場
飼
養
衛
生
管
理
を
強
化

農
場
飼
養
衛
生
管
理
を
強
化

家
畜
共
済
２１
年
度

地
域
生
産
性
向
上
や
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
で

収
入
保
険
加
入
５
万
５
千
経
営
体

新潟県阿賀野市・畑江開拓

つ
な
ぎ
融
資
５４２
件
、コ
ロ
ナ
影
響
で

「開拓之礎」
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農
水
省
は
２
月
１７
日
、
２１

年
春
の
農
作
業
安
全
確
認
運

動
推
進
会
議
を
開
催
し
た

（
写
真
）
。
春
の
繁
忙
期
に

入
る
３
月
１
日
か
ら
５
月
３１

日
ま
で
が
実
施
期
間
。

依
然
と
し
て
機
械
事
故
の

発
生
が
高
い
割
合
で
推
移
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
「
見
直

そ
う
！
農
業
機
械
作
業
の
安

全
対
策
」
が
引
き
続
き
重
点

推
進
テ
ー
マ
と
な
っ
て
い

る
。
特
に
死
亡
事
故
の
割
合

が
高
い
乗
用
型
機
械
に
つ
い

て
の
安
全
対
策
を
呼
び
か
け

る
。○

シ
ー
ト
ベ
ル
ト
の
着
用

に
よ
り
大
幅
に
死
亡
事
故
の

発
生
を
抑
え
ら
れ
る
こ
と

や
、
交
差
点
な
ど
の
な
い
道

路
で
も
走
行
中
に
追
突
さ
れ

る
事
故
が
多
発
し
て
い
る
こ

と
な
ど
を
受
け
、
シ
ー
ト
ベ

ル
ト
・
ヘ
ル
メ
ッ
ト
の
着
用

徹
底
を
促
す
。
こ
の
ほ
か
、

追
突
事
故
防
止
の
た
め
、
公

道
走
行
時
に
灯
火
器
類
の
設

置
に
よ
り
死
亡
率
が
減
少
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
集
中
的

に
呼
び
か
け
を
行
う
。

○
現
在
使
用
し
て
い
る
農

作
業
機
械
に
安
全
フ
レ
ー
ム

な
ど
の
必
要
な
装
置
が
付
い

て
い
な
い
も
の
が
依
然
と
し

て
見
受
け
ら
れ
る
。
会
議
で

は
、
各
機
械
メ
ー
カ
ー
か
ら

の
農
作
業
機
械
へ
の
追
加
装

備
や
取
り
扱
い
説
明
書
の
利

用
に
つ
い
て
の
案
内
が
行
わ

れ
、同
省
が
フ
レ
ー
ム
、・
シ

ー
ト
ベ
ル
ト
な
ど
の
装
置
の

装
備
を
強
く
呼
び
か
け
た
。

○
農
業
者
が
自
分
の
こ
と

と
し
て
捉
え
ら
れ
る
よ
う
事

故
へ
の
意
識
改
革
を
促
す
た

め
、
全
国
の
農
業
者
が
安
全

研
修
を
受
講
で
き
る
体
制
の

構
築
に
向
け
、
研
修
の
充
実

を
図
る
。
具
体
的
に
は
、
今

年
中
に
各
県
に
５０
人
の
農
作

業
安
全
指
導
員
を
配
備
す
る

こ
と
を
目
標
と
し
て
い
る
。

○
農
作
業
中
の
熱
中
症
に

よ
る
死
亡
事
故
が
多
発
し
て

い
る
。
同
省
は
情
報
発
信
す

る
「
Ｍ
Ａ
Ｆ
Ｆ
ア
プ
リ
」
を

活
用
し
た
熱
中
症
警
戒
ア
ラ

ー
ト
を
開
発
。
今
年
か
ら
運

用
を
開
始
。
気
温
が
３３
℃
を

超
え
る
と
ア
ラ
ー
ト
が
鳴
る

仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
積

極
的
に
利
用
し
、
事
故
に
遭

わ
な
い
よ
う
注
意
す
る
。

こ
の
ほ
か
、
「
農
林
水
産

業
・
食
品
産
業
の
作
業
安
全

の
た
め
の
規
範
」
や
Ｇ
Ａ
Ｐ

（
農
業
生
産
工
程
管
理
）
の

周
知
・
実
践
を
図
る
ほ
か
、

エ
リ
ア
ご
と
の
状
況
に
合
わ

せ
、
労
災
保
険
の
活
用
の
促

進
を
図
る
。

全
国
の
生
産
者
団
体
・
行

政
機
関
な
ど
が
参
画
し
、
会

議
や
講
習
会
な
ど
で
、
安
全

運
動
の
推
進
を
図
る
。
期
間

終
了
後
に
は
取
り
組
み
結
果

の
検
証
も
行
う
。

農
水
省
が
２
月
１６
日
に
公

表
し
た
、
１９
年
に
発
生
し
た

農
作
業
死
亡
事
故
の
概
要
に

よ
る
と
、
全
体
の
死
亡
者
数

は
２
８
１
人
で
、
前
年
か
ら

７
人
増
加
し
た
。

事
故
区
分
別
で
は
、
農
業

機
械
作
業
に
係
る
事
故
は
再

び
増
加
し
１
８
４
人
で
、
全

体
の
６５
・
５
％
だ
っ
た
。
機

種
別
で
は
、
「
乗
用
型
ト
ラ

ク
タ
ー
」
が
８０
人
と
最
も
多

く
、
全
体
の
２８
・
５
％
。
次

い
で
「
農
用
運
搬
車
（
軽
ト

ラ
ッ
ク
含
む
）」が
２６
人（
９

・
３
％
）
、
「
歩
行
型
ト
ラ

ク
タ
ー
」
が
２２
人
（
７
・
８

％
）
で
、
３
機
種
で
全
体
の

４５
・
６
％
を
占
め
る
。

原
因
を
み
る
と
、
乗
用
型

ト
ラ
ク
タ
ー
・
農
用
運
搬
車

が
と
も
に
「
機
械
の
転
落
・

転
倒
」
が
最
も
多
く
、
乗
用

型
ト
ラ
ク
タ
ー
が
５７
人
（
当

該
機
種
に
よ
る
事
故
の
７１
・

３
％
）
、
農
用
運
搬
車
が
１０

人
（
３８
・
５
％
）
と
な
っ
て

い
る
。
歩
行
型
ト
ラ
ク
タ
ー

で
は「
挟
ま
れ
」が
１０
人（
４５

・
５
％
）
と
最
も
多
い
。
運

搬
車
で
は
「
ひ
か
れ
」
、
歩

行
型
ト
ラ
ク
タ
ー
で
は
「
回

転
部
な
ど
へ
の
巻
き
込
ま

れ
」
も
発
生
割
合
が
高
い
。

施
設
作
業
事
故
の
原
因

は
、
作
業
舎
の
屋
根
な
ど
、

高
所
か
ら
の「
墜
落
、
転
落
」

が
１４
人
（
施
設
に
係
る
事
故

全
体
の
８２
・
４
％
）
と
最
も

多
い
。
機
械
・
施
設
作
業
以

外
の
作
業
に
よ
る
事
故
の
原

因
は
、
「
熱
中
症
」
が
２９
人

（
農
業
機
械
・
施
設
作
業
以

外
の
事
故
の
３６
・
３
％
）
で

最
も
多
く
、
次
い
で
「
稲
ワ

ラ
焼
却
中
等
の
火
傷
」
が
１６

人
（
２０
・
０
％
）
だ
っ
た
。

年
齢
階
層
別
で
は
、
８０
歳

以
上
が
１
１
８
人
（
４２
・
０

％
）
と
最
も
多
い
が
、
前
年

か
ら
２６
人
減
少
。
次
い
で
７０

代
が
８９
人
（
３１
・
７
％
）
で

２２
人
増
。
６５
歳
以
上
は
２
４

８
人
で
、
全
体
に
占
め
る
割

合
は
８８
・
３
％
と
、
調
査
開

始
以
来
最
も
多
か
っ
た
。

月
別
で
は
、
８
月
が
４０
人

（
事
故
全
体
の
１４
・
２
％
）

と
最
も
多
く
、
次
い
で
５
月

が
３２
人
（
１１
・
４
％
）
、
４

月
と
７
月
が
い
ず
れ
も
３１
人

（
１１
・
０
％
）
だ
っ
た
。

農
水
省
は
２
月
２６
日
、「
緑

茶
の
飲
用
に
関
す
る
意
識
・

意
向
調
査
結
果
」
を
公
表
し

た
。
全
国
の
１８
歳
以
上
１
０

０
０
人
か
ら
回
答
を
得
た
も

の
。
緑
茶
の
飲
み
方
は
緑
茶

飲
料
で
摂
取
し
て
い
る
人
が

最
も
多
く
、
高
年
代
で
茶
葉

を
利
用
し
て
い
る
人
が
多
い

傾
向
が
み
ら
れ
た
。

▼
「
普
段
ど
の
よ
う
な
緑

茶
を
飲
む
か
（
全
体
、
複
数

回
答
）」は
、
緑
茶
飲
料（
ペ

ッ
ト
ボ
ト
ル
や
紙
パ
ッ
ク
な

ど
）
が
６１
・
９
％
と
最
も
高

く
、
次
い
で
茶
葉
が
５４
・
８

％
、
テ
ィ
ー
バ
ッ
グ
が
３６
・

３
％
だ
っ
た
。
年
代
別
に
み

る
と
、
緑
茶
飲
料
は
１８
〜
２９

歳
と
６０
代
が
と
も
に
６７
・
６

％
で
最
も
高
い
。
茶
葉
は
７０

歳
以
上
が
７１
・
６
％
、
テ
ィ

ー
バ
ッ
グ
は
３０
代
が
４２
・
２

％
で
最
も
高
か
っ
た
。
緑
茶

を
飲
む
理
由
（
８
７
３
人
、

同
）は
図
の
と
お
り
だ
っ
た
。

飲
用
頻
度
を
み
る
と
、
茶

葉
や
テ
ィ
ー
バ
ッ
グ
（
６
７

８
人
）
は
「
１
日
に
複
数
回
」

が
３７
・
２
％
、「
ほ
ぼ
毎
日
」

が
２８
・
２
％
、
「
１
週
間
に

複
数
回
」
が
１９
・
２
％
の
順

で
高
い
。「
１
日
に
複
数
回
」

を
年
代
別
に
み
る
と
、
７０
代

が
５４
・
６
％
で
最
も
高
く
、

年
代
が
上
が
る
ほ
ど
割
合
が

高
か
っ
た
。
緑
茶
飲
料
（
６

１
９
人
）
で
は
、
「
１
週
間

に
複
数
回
」
が
２９
・
１
％
、

「
１
月
に
１
回
」
が
１８
・
７

％
、
「
１
週
間
に
１
回
」
が

１５
・
７
％
の
順
で
多
い
。「
１

週
間
に
複
数
回
」
を
年
代
別

に
み
る
と
、
４０
代
が
３５
・
８

％
と
高
く
、
お
お
む
ね
若
年

層
で
高
い
傾
向
だ
っ
た
。

▼
「
普
段
購
入
す
る
１
０

０
㌘
当
た
り
の
茶
葉
の
価
格

帯
（
５
４
８
人
）
」
で
は
、

「
５
０
０
円
未
満
」
が
２５
・

９
％
で
最
も
高
く
、
次
い
で

「
５
０
０
〜
７
５
０
円
未
満
」

が
２１
・
５
％
、
「
７
５
０
〜

１
０
０
０
円
未
満
」
が
２１
・

２
％
だ
っ
た
。

▼
「
茶
葉
や
テ
ィ
ー
バ
ッ

グ
を
購
入
す
る
時
の
重
視
点

（
６
７
８
人
、
複
数
回
答
）
」

は
、
「
普
段
購
入
し
て
い
る

価
格
帯
」が
４６
・
８
％
、「
産

地
（
宇
治
や
静
岡
な
ど
）
」

が
４２
・
２
％
、
「
茶
種
（
深

蒸
し
や
玉
緑
茶
な
ど
）
」
は

３９
・
４
％
の
順
。
価
格
帯
は

３０
代
が
５２
・
３
％
、
産
地
と

茶
種
は
７０
歳
以
上
が
そ
れ
ぞ

れ
５０
・
８
％
、
４８
・
１
％
で

最
も
高
か
っ
た
。

▼
そ
れ
ぞ
れ
の
飲
み
方
別

に
飲
む
理
由
を
み
る
と
、
緑

茶
飲
料
（
６
１
９
人
、
同
）

で
は
「
す
ぐ
飲
め
る
か
ら
」

が
４９
・
１
％
、
「
ど
こ
で
も

買
え
る
か
ら
」
が
４６
・
４
％

な
ど
で
高
い
。
茶
葉
（
３
１

５
人
、同
）
は
、
「
味
や
香
り

が
良
い
か
ら
」が
６１
・
６
％
、

「
習
慣
に
な
っ
て
い
る
か
ら
」

が
５８
・
７
％
な
ど
で
高
い
。

テ
ィ
ー
バ
ッ
グ（
１
３
０
人
、

同
）
で
は
、
「
準
備
や
後
片

付
け
が
楽
」
が
４７
・
７
％
、

「
急
須
な
ど
の
茶
器
が
い
ら

な
い
」が
３８
・
５
％
で
高
い
。

▼
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
感
染
拡
大
前
後
の
飲
用

頻
度
の
変
化（
全
体
）」は
、

「
あ
ま
り
変
わ
ら
な
い
」
が

８１
・
４
％
。「
と
て
も
」「
少

し
」
を
合
わ
せ
た
「
増
え
た
」

は
１４
・
３
％
だ
っ
た
。

増
え
た
理
由（
１
４
３
人
、

複
数
回
答
）
は
、
「
自
宅
で

食
事
を
す
る
時
間
が
増
え

た
」
が
６０
・
８
％
と
最
も
高

く
、
次
い
で
「
自
宅
で
く
つ

ろ
ぐ
時
間
が
増
え
た
」
が
６０

・
１
％
、
「
健
康
機
能
性
に

魅
力
を
感
じ
た
」
が
３９
・
２

％
で
高
か
っ
た
。

農
水
省
は
２
月
１９
日
、
２０

年
産
の
茶
の
摘
採
面
積
、
生

葉
収
穫
量
及
び
荒
茶
生
産
量

（
全
国
）
を
公
表
し
た
。
前

回
全
国
調
査
が
行
わ
れ
た
１４

年
と
比
べ
て
、
生
葉
収
穫
量

・
摘
採
実
面
積
・
荒
茶
生
産

量
全
て
で
減
少
し
て
い
る
。

生
葉
収
穫
量
は
３２
万
８
８

０
０
㌧
と
な
り
、
１４
年
か
ら

６
万
９
０
０
㌧（
１５
・
６
％
）

減
少
し
た
。
荒
茶
生
産
量
は

６
万
９
８
０
０
㌧
で
、
１
万

３
８
０
０
㌧
（
１６
・
５
％
）

減
少
し
た
。

栽
培
面
積
は
７
万
７
８
０

０
㌶
で
、
９
７
０
０
㌶
（
１１

・
１
％
）
減
少
。
摘
採
実
面

積
は
３
万
４
３
０
０
㌶
で
４

９
０
０
㌶
（
１２
・
５
％
）
減

っ
た
。

主
産
県
の
生
葉
収
穫
量
を

み
る
と
、
静
岡
が
１１
万
２
６

０
０
㌧
、
鹿
児
島
が
１１
万
８

４
０
０
㌧
で
多
い
も
の
の
、

前
年
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
１３
％
、

１４
％
減
少
し
て
い
る
。
両
県

と
も
、
一
番
茶
は
４
月
の
低

温
に
よ
り
収
量
が
伸
び
悩
ん

だ
。
静
岡
は
６
月
の
少
雨
と

８
月
の
高
温
・
乾
燥
、
鹿
児

島
は
日
照
不
足
で
二
番
茶
の

生
育
が
滞
っ
た
。

ま
た
、
両
県
と
も
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感

染
拡
大
や
イ
ベ
ン
ト
開
催
が

減
っ
た
こ
と
で
、
二
番
茶
以

降
の
収
穫
を
減
ら
し
た
農
家

が
多
か
っ
た
こ
と
も
影
響
し

た
と
み
ら
れ
て
い
る
。

農作業中の死亡事故発生状況
（単位：人、％）

死亡者数
農業機械作業
に係る事故

農業用施設作業
に 係 る 事 故
機械・施設以外の
作業に係る事故

性

別

うち６５歳以上
層に係る事故

注：１ （）内は、事故発生件数に対する割合である。
２ １７年の年齢については、不明が１名いる。

乗用型ﾄﾗｸﾀｰ

歩行型ﾄﾗｸﾀｰ

農用運搬車

自脱型ｺﾝバｲﾝ

動力防除機

動力刈払機

その他

男

女

１５年
３３８
２０５
（６０.７）
１０１
（２９.９）
２１
（６.２）
２５
（７.４）
８

（２.４）
１０
（３.0）
７

（２.１）
３３
（９.８）
１４
（４.１）
１１９
（３５.２）
２８５
（８４.３）
５３

（１５.７）
２８４
（８４.０）

１６年
３１２
２１７
（６９.６）
８７

（２７.９）
３５

（１１.２）
３７

（１１.９）
７

（２.２）
１０
（３.２）
１０
（３.２）
３１
（９.９）
１４
（４.５）
８１

（２６.0）
２５７
（８２.４）
５５

（１７.６）
２５４
（８１.４）

１７年
３０４
２１１
（６９.４）
９２

（３０.３）
２８
（９.２）
２６
（８.６）
１１
（３.６）
６

（２.0）
１２
（３.９）
３６

（１１.８）
１３
（４.３）
８０

（２６.３）
２６６
（８７.５）
３８

（１２.５）
２５６
（８４.２）

１８年
２７４
１６４
（５９.９）
７３

（２６.６）
２４
（８.８）
１８
（６.６）
８

（２.９）
８

（２.９）
６

（２.２）
２７
（９.９）
１３
（４.７）
９７

（３５.４）
２２５
（８２.１）
４９

（１７.９）
２３７
（８６.５）

１９年
２８１
１８４
（６５.５）
８０

（２８.５）
２２
（７.８）
２６
（９.３）
９

（３.２）
８

（２.８）
７

（２.５）
３２

（１１.４）
１７
（６.０）
８０

（２８.５）
２４１
（８５.８）
４０

（１４.２）
２４８
（８８.３）

農水省調査

「
緑
茶
飲
料
」６２
％
で
ト
ッ
プ

「
緑
茶
飲
料
」６２
％
で
ト
ッ
プ

春春
のの
農農
作作
業業
安安
全全
確確
認認
運運
動動
スス
タタ
ーー
トト

茶
葉
利
用
は
７０
代
で
７
割
超

茶
葉
利
用
は
７０
代
で
７
割
超

フ
レ
ー
ム
装
備
と
熱
中
症
ア
ラ
ー
ト
活
用
を

農作業死亡事故数７人増の２８１人
１９年機械事故が再び増加

２０年全国調査

生
葉
収
穫
量
、１４
年
比
１６
％
減

茶
の
摘
採
実
面
積
１３
％
減
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気象庁の長期予報によると、４月初
旬までの気温は平年より高い傾向で推
移するとされている。
高温が続くことで農作物の生育が早
まることが想定され、作物の軟弱徒長
や病虫害の発生などが心配される。ま
た、寒気の一時的な南下による凍霜害
のリスクも高まる。融雪期の被害防止
ポイントをまとめた。
野菜
①苗の軟弱徒長対策として、追肥量
の節減など、適正な肥培管理を図る。
育苗中の密植を避けるなどにより、不
良苗の発生を防ぐ。

②発生予察情報や、ほ場観察による
病害虫の発生動向把握に努める。特に、
コナジラミ類、アザミウマ類、ハダニ
類の発生早期化による大きな被害が懸
念される。早期発見、適期防除が重要。
また、り病した株の除去など衛生管理
にも注意する。
③平均気温１０℃を超えるようになる
と野菜の生育は一気に進む。この段階
で寒波に晒されると、激しい凍霜害の

被害を受ける。急激な冷え込みが予想
される場合は、トンネル・寒冷紗・不
織布の被覆により被害回避を図る。多
重被覆するほど、保温効果は増す。
果樹
①開花の前進化が見込まれる場合、
開花期～幼果期の降霜・低温で凍霜害
を受ける場合がある。直接的な対策と
して、防霜ファンの稼働、散水氷結法、
燃焼法がある。防霜設備は、事前に点
検を行っておくこと。
②生育前進による品種間の開花時期
不揃いや、訪花昆虫の活動低下による
受粉不良は、結実不良を招く。摘らい
・摘花を控えめに行うとともに、適切
な時期に人工授粉を行う。

茶
①萌芽の早進によって、凍霜害を受
けやすくなる。新芽の生育状況を十分
に把握し、生育状況に応じた適切な防
霜設備の稼働など必要な対応をとる。
②事前に防霜設備の点検を行う。整
備から年数が経過していれば、防霜フ
ァンの風力量が確保できていない場合
があるので注意する。なお、電気代節
約の点からファンの電源を切っていた
ために被害を受けた事例があることに
も留意する。
③被害を受けた際に２葉開葉期未満
であれば、被害後はそのまま再成長を
待ち、適採時は荒茶品質の低下を防ぐ
ため被害芽の混入に注意する。被害発
生時に２葉以上の開葉があり、摘採時
に被害葉が混入する可能性が高い場
合、被害部分を除去するため、被害直
後に浅く整枝を行う。

（独）国民生活センターは、携行缶
の取り扱いについて注意を促してい
る。不適切な保管の仕方で、漏えいや
噴出の危険性があると指摘している。
ガソリンをポリタンクなどに入れて
運搬することは禁止されている。刈払
機・耕運機・発電機への給油のために
運搬する場合は携行缶を用いる必要が
ある。
同センターは、携行缶が高温になる
場所に置かれ内圧が上昇した状態でキ
ャップを外した場合や、内圧の変化が

繰り返された場合を再現。保管中の温
度変化の影響による事故の危険性を検
証した。
その結果、内圧の変化の繰り返しに
よって亀裂が生じ、漏えいの原因にな
ることが認められた。さらに、夏場の
炎天下など高温になる場所にガソリン
が入った携行缶を保管し、内圧が上昇
した状態でキャップを外した場合、中
のガソリンが噴出する危険性があるこ
とも確認された。噴出後、携行缶から
約３ｍ離れた場所で火花を発生させた

ところ、激しく燃え上がる様子がみら
れた。
以上のことから、ガソリンが入った
携行缶を取り扱う際は、以下の点に注
意する。
①高温になる場所に保管すると、キ
ャップを外す際にガソリンが噴出する
危険性があるため、直射日光が当たる
場所には保管しない。また、エア調整
ネジがあれば、キャップを外す前に圧
力調整を行う。

②温度変化の大きい場所での保管は
控えるとともに、こまめに圧力調整を
行う。保管中は、説明書に従い昼夜に
１回ずつなど、こまめにエア調整ネジ
等で圧力を調整。その際、周囲に火気
がないことを確認してから行う。なお、
携行缶は運搬容器であり、長期保管用
の容器ではないことに留意する。
③ガソリンは危険物という認識を持
ち、取り扱いや保管に十分注意し、必
要以上の量は保管しないようにする。

農水省は３月２日、「農業経営の
継承に関する意識・意向調査結果」
を公表した。同調査は、昨年８月に
認定農業者のいる農業経営体（家族
経営体）の６０歳代の経営主６９０人から
回答を得たもの。
調査では、「現在の経営を継承す
る（他者に引き継ぐ）意向を持って
いるか」に、「はい（経営資産の全体
または一部を継承する）」と回答した
人は５０．１％。次いで、「決めていない」
が３４．６％、「何も継承しない」が７．８％
の順だった（図）。また、継承の意向
がある人のうち、「後継者が決まって
いる（本人の同意を得ている）」が全体
の４０．１％、「後継者は決まっていない」
が同９．９％だった。
後継者が決まっている人に、経営継
承を進める上での課題を聞くと、「後
継者の育成（経営管理面）」が４３．７％

で最も高く、次いで「後継者にいつ、
どのように継承を進めるかの計画
（経営継承計画）の策定」が４２．２％、
「後継者の育成（技術面）」が４１．２％
の順となった。
何も継承しない人に、その理由を
聞くと、「地域に農地の受け手とな
りうる農業者がいないため」が
２９．６％と最も高い。次いで「地域に
農地の受け手となりうる農業者はい
るが、これ以上農地を引き受けきれ
ない状態のため」が２４．１％と続いた。

ナシ黒星病による被害は大きく、ま
ん延してからの抑制は困難である。各
地で多発し問題となっている。
原因となる糸状菌（カビ）は、発生
時期には何度も増え続けるので、春に
発病させないことが重要。菌の活動が
止まる初夏まで徹底防除を行う。
春にかけて、前年の被害落葉が伝染
源となる。園地に残っている落葉は集

めて土中に埋める。難しい場合は、ロ
ータリをかけて、落葉をすき込むこと
でも効果が期待できる。また、春に新
たに発病した部位（りん片など）は見
つけ次第除去して、地中深く埋める。
感染から発病までの潜伏期間は約２
～３週間。未発生園地も、よく観察し
初期防除に努める。降雨で感染が助長
される。気温５～２５℃では、葉が濡れ
た状態が１２時間以上続くと感染する。
薬剤は、かけムラのないよう十分な
量を丁寧に散布するよう努める。散布
間隔が空きすぎないようにする。天候
に留意して降雨前の散布を心がける。

農水省は２月１８日、２０年産のニホン
ナシの結果樹面積、収穫量及び出荷量
を取りまとめた。ニホンナシの収穫量
は前年産より約２割の大幅な減少とな
った。
結果樹面積は前年比４００ha（４％）減
の１万７００ha。１０ａ当たり収量は１５９０
㎏で、前年産に比べ３００㎏（１６％）下回
った。１０ａ当たり収量が減少した理由
として、茨城県、栃木県、千葉県で開
花受粉期の低温により着果数が減少し

たことに加え、夏季の天候不順により
生育障害（みつ症）が多発したことな
どを挙げている。
収穫量は３万９２００ｔ（１９％）減の１７万

５００ｔ、出荷量は３万５４００ｔ（１８％）減
の１５万８５００ｔと、大幅な減産となった。
都道府県別の収穫量割合は、千葉県が
１１％、長野県、茨城県及び福島県がそ
れぞれ８％などとなっている。

害虫発生早期化に注意野菜・
果樹・茶

春期高温傾向、被害防止ポイント

急な冷え込みで凍霜害リスク高まる
事前に防霜設備を点検を

ガソリン携行缶、取り扱い再確認
こまめな圧力調整で漏えい防止

園地の落葉が伝染源
ナシ黒星病に警戒

農水省調査

「後継者いる」約４割、「決めていない」約３割
経営管理面での育成が課題に

２０年産収穫量
ニホンナシ１９％減
主産県の天候不順で
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ＩＣＴ（情報通信技術）やロボット
などを活用し、家畜の生産性や経営の
改善に活かすスマート畜産技術が増え
ている。様々なシステムがあるが、導
入する技術によっては多額の費用を要
する。
（一社）全日本畜産経営者協会は、
「畜産経営者のためのスマート畜産マ
ニュアル」を昨年３月からホームペー
ジで公開している。その中から、ＩＣ
Ｔシステム導入に当たって注意すべき
ポイントをまとめた。
ＩＣＴシステムは、①生産管理シス
テム、②生産記録システム、③畜産機
械連携システム、④複合環境制御シス
テム、⑤環境モニタリングシステム―
の５つに分類される。「作業の効率化」
「生産工程の見える化」など、導入の
目的に応じてそれぞれのシステムを選
択する。
経営改善のためには、解決する課題
が明確で、システムの導入により解決
することが明らかである必要がある。

また、導入コストと効果を意識するこ
とが重要。端末からの作業記録の記帳
などは、無料で利用できるものもある
ので検討する。
家畜の育成履歴などは生産者のノウ
ハウが含まれた知的財産である。ベン
ダー（サービス提供者）との契約時に
は、情報がどのように取り扱われるの
かを明確にする。

導入フロー

◎構想段階では、関係者間で生産管
理上の解決しようとする課題について
共有。効果を発揮するための具体的な
行動計画（例えば「コスト１０％削減の
ために適期適量の飼料給与を徹底」な
ど）を作成する。作成には、売り上げ
やコストといった現在の経営状況をで
きるだけ数値化する必要がある。
その後、予算やネットワーク環境な
どに応じて、効果を発揮すると考えら
れるシステムの内容を検討。導入する
際には、必要に応じてベンダーもしく

は実際に導入している経営体と相談す
ることが有効となる。
◎導入段階では、実現したい効果の
みならず、人件費なども考慮しつつ資
金を調達する。実際の導入時は、動作
や手順を確認した上で、本格的な設置
・稼働に入る。
また、利用者が円滑にシステムを使
用するために、その意義と使用方法を
理解するための教育・研修などを行う
ことが有効となる。
◎稼働後は、考えられる問題点とそ
の改善方法を検証（表）。関係者と共
有の上、今後の運用体制や作業内容改
善のための検討を行う。ＩＣＴを使わ
なかった場合との比較、加工・分析し
たデータを活用した客観的な確認を行
う。数字には表れない関係者間の効果

の感触も確認する。
ただし、長期間のデータを分析する
ことで初めて効果を得られることも多
い。１年程度の短期間のデータ分析で
は、効果や改善点の発見につながらな
いことがあるので留意する。
そのほか、マニュアルではスマート
畜産技術の先進優良事例として、千葉
県の酪農経営（ホルスタイン１１０頭規
模）での搾乳ロボット導入効果が示さ
れている。導入により、総作業時間は
３７%節減され、１頭当たり乳量は３０％
向上。省力化と生産性改善の効果が実
現できた。
このように、改善効果が数字で得ら
れることがスマート畜産の特徴で、合
理的な経営に不可欠なツールとなって
いる。

春に向けて暖かくなるにつれて、積
雪地域では雪解け水が農場内に流入す
るなどの問題が心配される。注意すべ
き点をまとめた。
畜舎・飼料庫・堆肥舎などへの雪解
け水の流入を防ぐため、排水路を確保
できているか各施設の点検を行う。特
に、堆肥舎に流入することで、家畜ふ
ん尿や堆肥汚水（れき汁）の外部への
流出や地下浸透を招くので注意する。

場合によっては、罰則が適用されるこ
とがある。排水路確保のほか、土のう
を積むなどする。
農場敷地やパドックなどの泥ねいを
早期に解消できるように、必要に応じ
て除雪や溝切りなどの排水対策に努め
る。
雪解け水による道路の寸断などに備
え、あらかじめ飼料・燃料等は家畜を
少なくとも１週間以上飼養するために

必要な分量を在庫量として維持できる
よう、計画的な生産・購入を行う。隔
日で集乳している場合は事前に出荷す
るなど生乳廃棄が生じないように努め
ること。

飼料作物について、雪解けが遅く、
雪腐病の被害が懸念される場合や、播
種作業を早期に開始する場合は、必要
に応じて融雪促進剤を散布するととも
に、融雪水が停滞しやすいほ場では、
適切な排水対策に努める。
さらに、収量確保のため、融雪・排
水後に、周辺環境への影響にも配慮し
つつ、速やかに追肥や追播を行うなど、
適切な肥培管理が重要となる。

農水省は３月９日、２０年産の飼料作
物の作付（栽培）面積及び収穫量を公
表した。飼料作物計（緑肥用エンバク
を含む）の作付面積は、前年産に比べ
５９００ha（１％）減少し、９５万５７００ha
だった。
◎牧草の作付面積は５２００ha （１％）
減少の７１万９２００ha で、１０ａ当たり収量
は前年産を２％下回る３３７０㎏。収穫量
は６０万６０００ｔ（２％）減少し、２４２４万
４０００ｔとなった。収穫量のうち、約７
割を北海道が占める。
◎青刈りトウモロコシの作付面積は

５００ha（１％）増の９万５２００ha だった
ものの、１０ａ当たり収量は前年産を
３％下回る４９６０㎏。これに伴い、収穫
量は１２万２０００ｔ（３％）減少し、４７１万
９０００ｔとなった。収穫量のうち、約７
割を北海道が占めている。
◎ソルゴーの作付面積は、３００ha

（２％） 減の１万３０００ha。１０ａ当たり
収量は、前年産を５％下回る４１４０kg
となった。主に九州で、日照不足など
による生育抑制や、台風による倒伏等
の被害が発生したことが原因とされ
た。これに伴い、収穫量は、３万９８００ｔ
（７％）減の５３万８３００ｔ。都道府県別
では、宮崎が２５％、長崎が１６％、鹿児
島が１２％など、九州各県が収穫量上位
を占めている。

農研機構は３月２日、汎用型飼料
収穫機に装着し、トウモロコシのイ
アコーン（雌穂）のみを収穫する新
・スナッパヘッドを開発したと発表
した。
濃厚飼料は、ほとんどを海外から
の輸入に頼っていることから、自給
率向上が求められている。近年、国
産濃厚飼料として「イアコーンサイ
レージ」が注目されている。一方で、
その収穫には専用アタッチメントを
装着した海外製大型ハーベスタが必
要となっている。大型かつ高価格の
ため、小区画ほ場が多い都府県では
普及上の課題となっていた。
同機構は、都府県のコントラクタ
ーの約３割に普及している汎用型飼
料収穫機に着目。同機に装着可能な

アタッチメントとして研究開発を進め
てきた。
開発機は軽量・コンパクトとなって
おり、操縦性は青刈りトウモロコシや
飼料用イネを収穫する時とほとんど変
わらない。作業能率は、トウモロコシ
が倒伏していない状態だと、３０ａ以上
のほ場で１時間当たり４０ａ、中山間地
を想定した１０ａ程度のほ場で１時間当
たり２０ａとなっている。また、収穫ロ
スは３％未満と、実用レベルの性能が
示された。
価格は約２５０万円を予定しており、４
月にメーカーが試験販売の受注を開始
する。倒伏した状態でも一定の収穫能
力が得られる機能を追加できるよう今
後も開発を進め、２２年度の本格的な販
売を目指している。

ICT システム稼働後に考えられる問題点やその改善方法の例
農水省「農業分野におけるＩＴ利活用ガイドブック（ver１．０）」

区 分 問題点 改善方法の例

運用段階

・システムにデータが入力されない
・入力内容に誤りがある

・操作研修会の実施
・個別指導強化
・管理者による入力内容のチェック

・入力に時間を要している
・運用体制の見直し（責任者の一括
入力の検討）

・入力場所、入力方法の見直し

効果検証段階 ・データの有効な活用方法及び効果
が分からない

・第三者を入れた改善検討会の開催
・データ分析検討会の開催
・優良事例の視察研修の実施

（一社）全日本畜産経営者協会「畜産経営者のためのスマート畜産マニュアル」から

スマート
畜 産稼働後の効果検証重要
ＩＣＴ導入時、注意すべきポイント

土のうを積んで、堆肥舎へ流入防止

敷地内泥ねい解消のため、除雪や溝切り

道路の寸断に備えた飼料等の在庫確保

飼料ほ場での病害・排水対策

�土のうを積んで、堆肥舎へ流入防止
�敷地内泥ねい解消のため、除雪や溝切り
�道路の寸断に備えた飼料等の在庫確保
�飼料ほ場での病害・排水対策

排水路確保し堆肥舎な
どに流入防止を

雪解け水による被害対策

農研機構な
ど 新・スナッパヘッド開発

小区画ほ場でのイ ア
コーン収穫能率向上

青刈りトウモロコシ
２０年産収穫量３％減
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肥育牛の粗飼料は稲わらが一般的だ
が、国産稲わらは、台風などの天候不
良による供給量の減少や品質の低下が
懸念される。また海外産稲わらは輸出
国の情勢などにより入手に支障が出る
可能性がある。
千葉県畜産総合研究センター乳牛肉
牛研究室は、稲わらの代替粗飼料とし
て、麦稈・トールフェスクの利用可能
性を検討した。
【方法】
試験には、交雑種去勢牛（百合勝安
産子）１２頭を供試した。肥育中期（１５
～２０．９ヵ月齢）、肥育後期（２１～２７．６ヵ
月齢）の１２ヵ月間行い、２７．６ヵ月齢で
全頭同じ日に出荷。県内でと畜した。
試験期間は２０１９年４月～２０２０年４月。
粗飼料として稲わらを給与する「わ
ら区」、稲わらの全量を小麦の麦稈で代
替する「麦稈区」、同様にトールフェス
クで代替する「フェスク区」の３区を
設け、各区４頭を配置した。３区の試
験開始時体重に大きな差はなかった。
全区とも粗飼料の切断長は５㎝に設
定し、市販の配合飼料と混ぜて給与し
た。飼料成分、飼料摂取量、発育成績、

第一胃内容液性状、血液性状、枝肉成
績、肉質分析、内臓調査の各項目を調
査・分析した。ビタミン欠乏症などの
症状が出た牛は適宜治療した。
【結果】
１日当たりの平均飼料摂取量は表１
のとおり。麦稈区で摂取量が少なくな
ったが、区間で有意差はみられなかっ
た。また、麦稈区では切断長が５㎝以
上のものの嗜好性が落ちる傾向がみら
れた。肥育終了時の平均体重はわら区
が９５２．３㎏、麦稈区が８８７．３㎏、フェスク
区が９５５．３㎏と、麦稈区が低くなってい
たが、区間に有意差はなかった。
全期間の日増体重の平均は、わら区
が１．１２㎏、麦稈区が１．００㎏、フェスク区
が１．１４㎏で、有意差はなかった。中期
の日増体重は麦稈区がフェスク区に対
して有意に低い値だったが、わら区と
は有意な差はみられなかった。
飼料成分では、稲わらが麦稈よりも
乾物割合で有意に低かった。これは使
用した稲わらが少々湿っていたことが
原因と考えられた。粗タンパク質含量
はフェスクが有意に高く、麦稈が有意
に低かった。粗脂肪含量はフェスクが

有意に高く、稲わら・麦稈は同
等だった。稲わらと麦稈は概ね
同等のβカロテン量だったが、
フェスクは緑色部分が多かった
ことから、稲わらの２倍程度と
なった。
血液性状は、全ての項目で正
常範囲内で、区間に有意差はな
かった。フェスク区ではγ-
GTP が若干高い値を示した
が、エンドファイトによる大き
な影響は見られなかった。ビタ
ミン Aコントロールの指標と
なる血中レチノール含量は２０．９
ヵ月齢でフェスク区が高かった
が、それ以外の時期は同等の値で推移
した。
枝肉成績は表２のとおり。格付けは
３区ともに、３等級以上が３頭、４等
級以上が２頭だった。区間で枝肉成績
の各項目に有意差はみられなかった。
試験期間中の飼料費の試算では、わら
区が合計３２万７９２８．７円/頭、麦稈区が２９
万４６５２．３円/頭、フェスク区が３２万
２５５．２円/頭だった。
と畜時の内臓検査では、フェスク区
で肝炎・冨脈斑がそれぞれ１頭ずつみ
られた。膀胱内の尿石貯留はわら区３
頭、麦稈区３頭、フェスク区４頭にそ
れぞれみられた。
以上から、肥育中期から稲わらの全
量を麦稈・トールフェスクで代替して

も同等の発育・枝肉成績を得ることが
可能であると示された。
同センターは、置き換える際の注意
点として、麦稈は切断長が５㎝を超え
ないようにすることを挙げている。ま
た、トールフェスクの給与によって、
今回の試験では症状を示さなかった
が、尿石が膀胱内に貯留する可能性が
あると指摘している。

牛舎に忍び込む野生鳥獣は様々な被
害をもたらす。今月から４月にかけて、
カラスが春の繁殖期に備えて活発に活
動し始めるため、注意が必要となる。
また、カラス以外にハトも問題となる
ため、併せて対策を行う。
カラス・ハトによる被害
牛舎に侵入するカラスのうち、ほと

んどがハシブトカラスといわれてお
り、肉類を好むため、弱った牛や、子
牛の体をつついて損傷を与える。経済
的な被害だけでなく、牛の快適性にも
悪影響のため、注意が必要。
このほか、特に冬から春にかけては
カラスのエサが少ないことから、飼料
を盗み食いする。ふんやウォーターカ

ップでの水浴びによる牛舎内の汚染も
問題となる。牛舎外では、ラップサイ
レージに穴を開けるなどの被害もあ
る。賢いため、一度エサなどの情報を
覚えると度々侵入される。
ハトもカラスと同様にエサを盗食す
る。また、農機具倉庫の周りや牛舎内
を自由に飛び回ることができる状況に
しておくと、ふんの被害を受ける。カ
ラスもハトもふんをすることによりボ
ツリヌス菌などの感染症を媒介する。
対策
カラスは嗅覚や味覚が弱いため、匂
いや味を利用した対策は有用ではな
く、物理的な防除が重要。牛舎の入り
口に防鳥ネットを設置する。
防鳥ネットを張る際には、建物の窓
・出入り口などに設置する。ネットの

破けた穴などからも侵入する。また、
すき間を作らない、開閉はこまめにす
るなどの心がけが重要。ネット下部に
鎖を付けたり、ハトメ加工をして、カ
ラスが簡単にめくることができないよ
うにする。ラップサイレージには、タ
イヤなどを用いてネットを浮かせて設
置することも有効となる。

は り

ハトに対しては、牛舎屋根の梁下に
テグスを張り巡らし、侵入と梁部分に
巣を作ることを防ぐ。
カラスが慣れると対策をしても突破
されるため、定期的に方法を変えたり、
問題となる時期のみ対策したりするな
ど工夫が必要。「エサは食べているの
に牛が太らない」「掃除をしているの
に病気になる」といった時には、野生
鳥獣による被害が疑われる。

畜産では悪性伝染病の防疫が課題と
なっており、肥育牛の衛生管理も一層
気を引き締めて対策することが望まれ
る。
口蹄疫などの伝染病の発生予防及び
発生時の迅速なまん延防止のため、家
畜伝染病予防法により、家畜の所有者
は毎年、飼養する家畜の状況について
定期報告書の提出が義務付けられてい
る。提出期限は管轄する家畜保健衛生
所により異なるため、注意が必要。ま

た、今年から様式が変更にな
っている箇所があるため、適
切に記入する。
定期報告書の主な変更点

は、飼養衛生管理者の記入が
必要になったこと。家畜所有者と飼
養衛生管理者が異なる場合には、そ
れぞれの情報を必ず記入する。
「飼養衛生管理基準の遵守状況及
び遵守するための措置の実施状況」
では点検項目が前年までより増えて
おり、３８項目が義務付けられた。従
来は○×の回答式だったが、家畜保
健衛生所と書式が統一され、具体的
な記入が必要となった。漏れがない
よう、よくチェックして記入する。

農畜産業振興機構は３月９日、肉用
牛肥育経営安定交付金制度（牛マルキ
ン）の２１年１月販売分の交付金単価（概
算払）を公表した。
新型コロナウイルスの影響により、
交雑種・乳用種の販売価格は前年同月
を下回って推移していることから、そ
れぞれ１２ヵ月連続、５５ヵ月連続の発動

となった。なお、肉専用種は８道県で
発動している。
１頭当たりの交付金単価は、交雑種
が１万９４０５．４円、乳用種が３万９９５８．７
円となった。前月に比べて交雑種は素
畜費の低下で９７１９．５円の減額。一方、
乳用種は素畜費が上昇し、１１６６．９円の
増額だった。
なお、積立金が不足する都道府県で
は、国費分のみ（４分の３相当額）の
支払いとなる。

表・写真ともに千葉県畜産総合研究
センターの資料から

表１ 飼料摂取量 （原物㎏）
わら区 麦稈区 フェスク区 P値

中期 １２.２ １１.３ １２.４ ０.９６

後期 １３.８ １１.７ １３.０ ０.５０

表２ 枝肉成績
わら区 麦稈区 フェスク区 P値

枝肉重量（㎏） ３１０.３ ２８３.５ ３０６.８ ０.４０

ロース芯面積
（㎠） ６７.０ ５９.３ ５８.３ ０.０９

バラ厚（㎝） ８.１ ７.２ ７.７ ０.１４

歩留基準値 ７１.０ ７０.４ ６９.２ ０.２７

BMS No． ６.３ ５.０ ４.３ ０.５２

枝肉単価（円） １,２２２ １,１４９ １,１２８ ０.７４

※枝肉重量は半丸重量

千葉県畜産総合研究センター

交雑
去勢麦稈・トールフェスクを代替給与

稲わらと同等の増体確保

カラス・ハトの侵入警戒
防鳥ネット設置で防止

定期報告書、適切に記入

様式変更点に注意

交雑・乳用種とも連続発動
牛マルキン１月分
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牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

全品種で出荷頭
数増も、内食需
要が相場下支え

２月の枝肉相場は、弱もちあいの展
開となった。政府の緊急事態宣言の延
長で、外食産業の低迷が続いた。閑散
期という季節的な要因もあり、引き合
いが弱かった。ただ、相場の大きな下
げはなく、底堅く推移した。
【乳去勢】２月の東京市場の乳牛去
勢Ｂ２税込み平均枝肉単価（速報値、
以下同じ）は９７１円（前年同月比１００％）
となり、前月に比べ２０円下げた。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、３月の乳用種の全国出荷頭数は２
万８５００頭（１０３％）と増加に転じると見
込んでいる。
【F１去勢】２月の東京市場の交雑種

（F１）去勢税込み平均枝肉単価は、Ｂ３
が１５０８円（前年同月比１０１％）、Ｂ２は
１３６３円（１０３％）となった。前月に比べ
それぞれ６７円、６１円下げた。
同機構は、３月の交雑種の全国出荷
頭数を１万９５００頭（１０８％）と増加に転
じると予測している。
【和去勢】２月の東京市場の和牛去
勢税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２４４５
円（前年同月比１１６％）､Ａ３は２２２３円
（１１８％）となった。前月に比べＡ４は１７
円上げ、Ａ３は３７円下げた。ともに前
年同月を大きく上回っている。Ａ５は
２６９６円（１０５％）で、３２円の上げだった。
同機構は３月の和牛の全国出荷頭数
を３万９３００頭（１１７％）と前年同月を大

きく上回ると予測。牛全体では８万
８９００頭（１１０％）と見込んでいる。
３月の輸入量は総量で４万１７００ｔ

（８８％）と予測。内訳は冷蔵品１万９５００
ｔ（７８％）、冷凍品２万２２００ｔ（９８％）。

冷蔵品は、豪州及び米国に
おける現地価格の高騰等か
ら、前年同月を大幅に下回
る見込み。冷凍品は、冷蔵
品と同様の影響により、前
年同月をやや下回ると予測
している。
１都３県を除き緊急事態
宣言が解除されたが、外食
産業の急激な回復は見込み
にくい。飲食店の営業時間
短縮の緩和なども進めば、
徐々に引き合いが強まる
か。一方、内食需要は堅調
が続くとみられる。
このような中、全品種で

出荷頭数の増加が見込まれている。ま
た、新型コロナウイルス感染拡大に伴
う景気後退で、消費者の節約志向は高
まっている。引き合いは、交雑種及び
乳牛去勢、和牛の３～４等級が中心と
なるか。相場は、内食需要が下支えし、
総じてもちあいの展開が予想される。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳牛去勢Ｂ２が９００～
９５０円、F１去勢Ｂ３が１４５０～１５５０円、Ｂ
２は１３００～１４００円、和牛去勢Ａ４が
２４００～２５００円、Ａ３は２２００～２３００円で
の相場展開か。

底堅い内食需要
と出荷頭数減少
で、もちあいか

２月の東京食肉市場の豚枝肉税込み
平均単価は、上物が４９９円（前年同月比
１１５％）、中物は４６４円（１１２％）となっ
た。前月に比べそれぞれ２円、８円上
げた。緊急事態宣言の延長に伴い、内
食需要が引き続き堅調で、量販店など
からの引き合いが強かった。上物の相
場は中旬から５００円台となり、安定的に
推移した。
農水省の肉豚出荷予測によると、３
月は１４０万５千頭（前年同月比９８％、過
去５年同月平均比９９％）、３月は１３６万
７千頭（９４％、９９％）と前年、平年を
下回って推移すると見込んでいる。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、３月の輸入量は総量で６万５７００ｔ

（前年同月比９７％）の見込み。内訳は
冷蔵品３万４３００ｔ（９７％）、冷凍品３
万１４００ｔ（９８％）。冷蔵品は、北米か
らの入船遅れの影響が引き続き発生し
ていること等から、前年同月をやや下
回ると予測。冷凍品は、外食需要が減
少する中、例年以上に４月に通関を繰
り越す動きがあること等から、前年同
月をわずかに下回ると見込んでいる。
１都３県の緊急事態宣言が解除され
ても、内食向けの需要は底堅く推移す
るとみられる。出荷頭数が前年を下回
って推移すると見込まれていること
や、輸入品が北米からの入船遅れで不
安定なことから、相場はもちあいの展
開が予想される。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が５００～５３０円、
中物は４６０～４９０円での相場展開か。

乳素牛・スモー
ルもちあい、和
子牛は弱含みか

【乳素牛】２月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（左表、月末の
取引結果を除く暫定値）は、乳去勢が
２３万４６９３円（前年同月比９４％）、F１去勢
は４３万５１９０円（８６％）となった。前月に
比べ、それぞれ６６５５円、２万５３７７円下げ
た。F１去勢は、取引頭数の多かった北
海道で値を下げた。
枝肉相場は底堅く、もちあいの見通
しのため、２月に下げた素牛相場は上
向きとなるか。
【スモール】２月の全国２３市場の１
頭当たり税込み平均価格（農畜産業振
興機構調べ、暫定値）は、乳雄が１１万

４３６１円（前年同月比９８％）、F１（雄雌含
む）は１６万４９１６円（７２％）となった。前
月に比べそれぞれ１万９１３３円、１万
１５９０円上げた。取引頭数は前年同月に
比べ乳雄は下回り、F１は上回った。
両品種の枝肉価格は前年同月並みの
水準となっており、強もちあいで推移
か。
【和子牛】２月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、８０万
２５７７円（前年同月比１０５％）となった。
前月に比べ７５６８円上げた。前月に値下
がりした東北では、値を戻した。
導入牛の肥育後の出荷時期は来年の
牛肉需要期となるが、先行きが見通し
にくいため、もちあいの展開が予想さ
れる。

総務省統計局は２月５日、２０年１
～１２月累計の家計調査報告を発表し
た。全国１世帯（２人以上の世帯、
平均２．９５人）当たりの食品への支出
金額は前年比０．３％減の９６万２３７３円。
微減となったが、前年に続き、高水
準だった。うち肉類（生鮮肉、加工
肉）への支出金額は、前年に比べ
１０．９％増の９万９０７２円で、２年ぶり
に増加した。
新型コロナウイルス感染拡大に伴
い、外出自粛や在宅勤務が広がり、
外食向け需要が減少した一方、内食
向け需要が増加した。家庭内での調
理・消費（内食）が増え、生鮮肉や
生鮮野菜など農畜産物への支出が増
えた。
生鮮肉への支出金額は１８年まで増
加傾向だったが、１９年は前年を下回
った。２０年は２月以降、前年同月を
上回って推移し、累計で１１．８％増の

７万９９４７円と大きく増えた。うち牛肉
は１１．８％増の２万３６７５円、家庭内消費
の割合が最も高い豚肉は１０．９％増の３
万２８６１円、鶏肉も１０．９％増の１万７２８１
円と、いずれも前年を１割前後上回っ
た。合いびき肉、その他の生鮮肉への
支出金額も、家庭内での調理が増えた
ことから、増加している。
また、１９年に支出金額が増加に転じ
たハム、ソーセージ、ベーコンなどの
加工肉は、引き続き需要が堅調に推移。
支出金額は７．３％増の１万９１２６円とな
った。

２月の子牛取引状況 （頭、kg、円）

ブ ロ ッ ク 品種
頭 数 重 量 １頭当たり金額 円／kg

当月 前月 当月 前月 当月 前月 当月 前月

北 海 道
乳去 ６５０ ５８９ ２８７ ２７９ ２４０，１７７ ２５２，６１３ ８３７ ９０５
Ｆ１去 １，５２０ １，１２９ ３１４ ３１７ ４２６，３０５ ４５８，７４２ １，３５８ １，４４７
和去 １，４０１ １，４０６ ３０９ ３１０ ８０１，１７９ ８１５，６４５ ２，５９３ ２，６３１

東 北
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 ６ １２ ２８６ ３０７ ４０３，３３３ ４１０，１１７ １，４１０ １，３３７
和去 １，８７１ ２，０５８ ３０４ ３０１ ７５７，３５２ ７１４，７４７ ２，４９２ ２，３７３

関 東
乳去 ３８ ２８ ２３４ ２４８ １６８，７３４ １９４，０７１ ７２２ ７８１
Ｆ１去 ８８ ９０ ２９４ ２９２ ３９５，３８７ ４１６，７５３ １，３４３ １，４２６
和去 ９４７ ７０４ ２６６ ２６２ ７３６，５６４ ７４１，７２５ ２，７６６ ２，８３０

北 陸
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 － － － － － － － －
和去 ７４ － ２７７ － ７３６，１２２ － ２，６５６ －

東 海
乳去 ８ ９ ２８１ ２６８ ２５６，９８７ ２２１，４６６ ９１５ ８２７
Ｆ１去 ４９ ４３ ３００ ３０６ ４５４，８１６ ４８１，６２０ １，５１５ １，５７４
和去 ２９３ ４４３ ２５２ ２６２ ８６０，９３９ ８５５，２０４ ３，４１２ ３，２６０

近 畿
乳去 － １ － １４４ － １３２，０００ － ９１７
Ｆ１去 － ２ － １４１ － ２８７，６５０ － ２，０４０
和去 － ４９７ － ２５２ － ７３８，９０７ － ２，９２８

中 四 国
乳去 ６２ ６４ ２６１ ２６０ ２２７，１５０ ２０４，７８９ ８７１ ７８７
Ｆ１去 １８９ １７９ ２９７ ３０３ ４４３，４８６ ４４９，１９３ １，４９４ １，４８１
和去 ３６３ ９０７ ２８２ ２８５ ７７２，７５７ ７８８，２０２ ２，７３６ ２，７６８

九州・沖縄
乳去 ２４ ３８ ２４６ １８６ ２０２，６７５ １７０，７３１ ８２４ ９１８
Ｆ１去 ３２６ ３２７ ３０７ ３０１ ４８０，１９０ ４８５，２９１ １，５６４ １，６１４
和去 ７，３１１ １０，０６１ ２９０ ２８６ ８２２，７８４ ８１２，７９７ ２，８４１ ２，８３７

全 国
乳去 ７８２ ７２９ ２８１ ２７１ ２３４，６９３ ２４１，３４８ ８３５ ８９１
Ｆ１去 ２，１７８ １，７８２ ３１０ ３１１ ４３５，１９０ ４６０，５６７ １，４０４ １，４８１
和去 １２，２６０ １６，０７６ ２９１ ２８８ ８０２，５７７ ７９５，００９ ２，７５８ ２，７６０

注 : （独）農畜産業振興機構の公表データを基に本紙集計、当月は暫定値。
価格は消費税込み、重量・金額・単価は加重平均。－は上場がなかったことを示す。
関東ブロックは山梨県、長野県、静岡県を含む。

2020年肉類支出金額 （円、％）

１９年 ２０年 前年比
肉類 ８９，３６５ ９９，０７２ １１０．９
生鮮肉 ７１，５３５ ７９，９４７ １１１．８
牛肉 ２１，１７８ ２３，６７５ １１１．８
豚肉 ２９，６３８ ３２，８６１ １１０．９
鶏肉 １５，５８７ １７，２８１ １１０．９
合いびき肉 ２，６１２ ３，０８１ １１８．０
その他 ２，５２０ ３，０４９ １２１．０
加工肉 １７，８３０ １９，１２６ １０７．３

資料：総務省統計局「家計調査報告」
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